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研究要旨 

目的：本研究は、①産業医、産業保健スタッフではない、精神保健に関する専門的な研修をつん
でいない社会保険労務士や企業担当者などでも活用できる一次、二次、三次予防活動のための実務
的なツールを整理し、ツールの使用や医療施設との連携に関する講習会の有用性についての有用性
調査による中小企業との連携強化、②リワーク支援プログラムに関する文献レビュー、③ 系統的
に関連要因を把握するために開発されたシートの有用性に関する産業医調査による再発状況の把
握、④開発された手引きについての、リワーク支援を行っているスタッフへの有用性調査による発
達障害の特徴を有する対人関係障害者へのリワーク支援 を目的とする。 

方法：①中小企業との連携強化：これまでに開発された一次、二次・三次予防ツールの使用方法に

ついて社会保険労務士を対象とした講習会を行い、「精神疾患に対する理解」「復職する従業員への

対応についての理解」「リワークプログラムについての理解」「復職する従業員を支援する自信」の

4項目について、講習会の有用性について調査を行った。②文献レビュー：精神疾患を有している
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企業社員の、復職までの期間の短縮または復職後の就労継続を支援するための非薬物的介入で、コ

ントロール群がある研究に関する文献を、MEDLINE、Psychoinfo、Web of science、Cochrane のエ

ンジン検索でレビューした。③再発状況の把握：再発状況の関連要因を評価するためのシートにつ

いて、産業医を対象に、「再休職時ストレス要因シート全体」「業務上ストレス」「プライベートの

ストレス」の「分かりやすさ」「分類の妥当性」について、１～４点で評価を求めた。④発達障害

の特徴を有する対人関係障害者へのリワーク支援：エキスパートコンセンサスにより作成された

「手引き」について、リワークプログラム 26 施設のスタッフを対象とした有用性調査を行ない、

「手引きのわかりやすさ」「対象のわかりやすさ」「診断に関わらない支援の容易さ」「スタッフに

役に立つか」「職域に役に立つか」について、１～４点で、評価を求めた。 

結果：①中小企業との連携強化：有効回答数は 74 名（回答率 98.7％）で、研修の有用性は、4 項

目全てにおいて研修後に有意に得点が上昇した（p<0.001）。また、社労士の経験年数が高い人ほど、

研修に対する満足度が高く(p<0.001)、これまでに経験した精神疾患に罹患した従業員数が多い人

ほど、研修の質が高いと感じ（p<0,05）、必要とした研修が受けられたと感じ（p<0.05）、自分の問

題に対処するのに役立ったと感じていた(p<0.05)。②文献レビュー：英語論文を完成し、投稿した

後、書き直しを行っている。③再発状況の把握：再発状況の関連要因を評価するためのシートにつ

いて、産業医 16名から有用性に関する回答が得られた。「再休職時ストレス要因シート全体」の「分

かりやすさ」「分類の妥当性」2.69(0.79), 3.20(0.68), 「業務上ストレス」の「分かりやすさ」

「分類の妥当性」3.00(0.63), 3.25(0.77), 「プライベートのストレス」の「分かりやすさ」「分

類の妥当性」3.00(0.93), 3.50(0.73)であった。④発達障害の特徴を有する対人関係障害者へのリ

ワーク支援：28 施設に回答を求め、26 施設、27 名から回答が得られた。手引きのわかりやすさ」

「対象のわかりやすさ」「診断に関わらない支援の可能性」「スタッフへの有用性」「患者への有用

性」「職域への有用性」について、それぞれの評価の平均および標準偏差は、3.37(0.69), 

3.31(0.68), 3.04(0.65), 3.22(0.85), 3.08(0.57), 2.85(0.80) であった。 

結論：①中小企業との連携強化：社労士を対象とする短時間の研修で、精神疾患、復職対応、リワー

クプログラムについての理解、復職支援への自信が改善することが示された。精神疾患に罹患した従業

員の支援にとりくんでいる社労士と医療機関が連携して復職支援に取り組むことで、中小規模事業場へ

の支援を拡げられる可能性がある。②文献レビュー：最近、リワーク支援プログラムに関する文献

が新しく発表されており、文献レビューの対象論文を変更して、再度作業を進めている。③再発状

況の把握：再休職時ストレス要因シート全体の分かりやすさは、2.69 とやや低いが、業務ストレ

スとプライベートのストレスに分けた場合には、3.00 という評価であり、分類の妥当性について

は、すべて、3.00 を越える評価を得ている。今後、再休職時のストレス要因を確認するために、

今回作成されたシートを使用する妥当性が確認されたと考えられる。④発達障害の特徴を有する対

人関係障害者へのリワーク支援：「手引きのわかりやすさ」「対象のわかりやすさ」「診断に関わら

ない支援の可能性」「スタッフへの有用性」「患者への有用性」については、3.00 を越える評価で

あり、今回作成された資料をリワークスタッフが、発達障害の特徴を有する対人関係障害者への支

援に用いることのダ合成が確認された。職域との連携については、さらに別な資料を作成する必要

があるかもしれない。 
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A. 研究の背景と目的 

① 中小企業との連携強化 

わが国の労働人口の 60%以上は中小企業で就

労している。中小企業には、産業医、産業保健

スタッフがいないことが多く、メンタルヘルス

に関する一次、二次、三次予防活動が円滑に進

められず、中小企業で就労する多くの労働者に、

実効的なメンタルヘルス対策が行われていない。

産業医、産業保健スタッフではない、精神保健

に関する専門的な研修をつんでいない社会保険

労務士や企業担当者などでも活用できる一次、

二次、三次予防活動のための実務的なツールを

整理し、ツールの使用や医療施設との連携に関

する講習会を行い、講習会の有用性について調

査を行った。 

② 文献レビュー 

リワーク支援プログラムに関する文献レビュ

ーは、まだ十分に行われていない。今回の研究

では、精神疾患を有している企業社員の、復職

までの期間の短縮または復職後の就労継続を支

援するための非薬物的介入で、コントロール群

がある研究に関する文献を、MEDLINE、

Psychoinfo、Web of science、Cochraneのエン

ジン検索でレビューした。 

③ 再発状況の把握 

復職後の再発には、業務上ストレス（処遇、

対人関係ストレス、作業ストレスなど）、業務外

の個人的なストレス、精神症状や機能の回復状

況などが複合的に影響する。 

再発状況について、系統的に関連要因を把握す

るために開発されたシートの有用性について、

産業医を対象に調査を行う。 

④ 発達障害の特徴を有する対人関係障害者へ
のリワーク支援 
先行研究によれば、気分障害等の診断で受診
する成人患者に高い割合で発達障害の特性がみ
られる。発達障害の専門家が不足していたため
に、小児期に発達障害への診断や支援を受ける
ことなく生育し、学業の遂行、就職は果たした

ものの就労継続に困難をきたし、気分障害等の
診断を受けている対象が相当数存在する。本研
究では、発達障害の特徴を有する対人関係障害
者へのリワーク支援のために開発された手引き
について、リワーク支援を行っているスタッフ
に有用性調査を行う。 

 

B. 研究方法 

① 中小企業との連携強化 

これまでの研究で、中小企業において、一次、

二次・三次予防の目的で使用できるツールが作

成されていた。平成 29 年 2 月 24 日に、これら

のツールの使用方法について社会保険労務士を

対象とした講習会を行い、「精神疾患に対する理

解」「復職する従業員への対応についての理解」

「リワークプログラムについての理解」「復職す

る従業員を支援する自信」の 4 項目について、

講習会の有用性について調査を行った。 

本研究は実施に先立ちNTT東日本関東病院の

倫理委員会により審査され、承認された。参加者に

は本研究に関して十分な説明を行い、全員から書

面による同意を得ている。 

② 文献レビュー 

精神疾患を有している企業社員の、復職まで

の期間の短縮または復職後の就労継続を支援す

るための非薬物的介入で、コントロール群があ

る研究に関する文献を、MEDLINE、Psychoinfo、

Web of science、Cochrane のエンジン検索でレ

ビューした。 

③ 再発状況の把握 

再発状況の関連要因を評価するためのシート

を完成し、産業医 16 名を対象に、「再休職時ス

トレス要因シート全体」「業務上ストレス」「プ

ライベートのストレス」の「分かりやすさ」「分

類の妥当性」について、１～４点で評価を求め

た。 

本研究は実施に先立ちNTT東日本関東病院の

倫理委員会により審査され、承認された。参加者に

は本研究に関して十分な説明を行い、全員から書
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面による同意を得ている。 

 

④ 発達障害の特徴を有する対人関係障害者
へのリワーク支援 

エキスパートコンセンサスにより作成された

「手引き」について、リワークプログラム 26施

設のスタッフを対象とした有用性調査を行なっ

た。「手引きのわかりやすさ」「対象のわかりや

すさ」「診断に関わらない支援の容易さ」「スタ

ッフに役に立つか」「職域に役に立つか」につい

て、１～４点で、評価を求めた。 

本研究は実施に先立ちNTT東日本関東病院の

倫理委員会により審査され、承認された。参加者に

は本研究に関して十分な説明を行い、全員から書

面による同意を得ている。 

 

C. 研究結果 

① 中小企業との連携強化 

中小企業において、一次、二次・三次予防の

目的で使用できるツールが完成しており、ツー

ルについて社会保険労務士を対象とする講習会

を開催し、「精神疾患に対する理解」「復職する

従業員への対応についての理解」「リワークプロ

グラムについての理解」「復職する従業員を支援

する自信」の 4 項目について、講習会の有用性

について調査を行った。有効回答数は 74 名（回

答率 98.7％）、対象者の性別は男性 60.8％、社

労士の経験年数は 5 年未満:26.0％、5～9

年:21.9％、10～14 年:27.4％、15 年以上:24.7％、

これまでに経験した精神疾患に罹患した従業員

数は 0 名:33.3％、1～4 名:40.3％、5 名以

上:26.4％であった（表１）。研修の有用性は、4

項目全てにおいて研修後に有意に得点が上昇し

た（p<0.001）。また、社労士の経験年数が高い

人ほど、研修に対する満足度が高く(p<0.001)、

これまでに経験した精神疾患に罹患した従業員

数が多い人ほど、研修の質が高いと感じ

（p<0,05）、必要とした研修が受けられたと感じ

（p<0.05）、自分の問題に対処するのに役立った

と感じていた(p<0.05)。 

② 文献レビュー 

英語論文を完成し、投稿した後、書き直しを

行っている 

③ 再発状況の把握 

再発状況の関連要因を評価するためのシート

を完成し、産業医 16名を対象に有用性調査を行

った。回答した産業医の属性は、表３の通りで

ある。有用性調査については、「再休職時ストレ

ス要因シート全体」「業務上ストレス」「プライ

ベートのストレス」の「分かりやすさ」「分類の

妥当性」の評価（１～４）の平均および標準偏

差は、表４の通りで、「再休職時ストレス要因シ

ート全体」の「分かりやすさ」「分類の妥当性」

2.69(0.79), 3.20(0.68), 「業務上ストレス」

の「分かりやすさ」「分類の妥当性」3.00(0.63), 

3.25(0.77), 「プライベートのストレス」の「分

かりやすさ」「分類の妥当性」3.00(0.93), 

3.50(0.73)であった。 

④ 発達障害の特徴を有する対人関係障害者へ

のリワーク支援 

「手引き」の有用性調査を行ない、発達障害

の特徴を有する対人関係障害者へのリワーク支

援を行っている 27 名から回答を得ることがで

きた。28施設に回答を求め、26 施設から回答が

得られた。また、回答者 27 名の職種は、表 5の

通りである。「手引きのわかりやすさ」「対象の

わかりやすさ」「診断に関わらない支援の可能性」

「スタッフへの有用性」「患者への有用性」「職

域への有用性」について、評価（１～４）を求

めたところ、それぞれの評価の平均および標準

偏差は、3.37(0.69), 3.31(0.68), 3.04(0.65), 

3.22(0.85), 3.08(0.57), 2.85(0.80) であった

（表 6～8）。 

 

D.考察 

① 中小企業との連携強化 

社労士を対象とする短時間の研修で、精神疾患、

復職対応、リワークプログラムについての理解、

復職支援への自信が改善することが示された。社
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労士の経験年数、これまでに経験した精神疾患に

罹患した従業員数が、研修への評価に影響するこ

とが明らかになった。精神疾患に罹患した従業員

の支援にとりくんでいる社労士と医療機関が連携

して復職支援に取り組むことで、中小規模事業場

への支援を拡げられる可能性がある。 

② 文献レビュー 

論文の書き直しに関するコメントは、レビュ

ーの対象論文のエビデンスレベルが低いという

ものであった。最近、リワーク支援プログラム

に関する文献が新しく発表されており、文献レ

ビューの対象論文を変更して、再度作業を進め

ている。 

③ 再発状況の把握 

再休職時ストレス要因シート全体の分かりや

すさは、2.69 とやや低いが、業務ストレスとプ

ライベートのストレスに分けた場合には、3.00

という評価であり、分類の妥当性については、

すべて、3.00 を越える評価を得ている。今後、

再休職時のストレス要因を確認するために、今

回作成されたシートを使用する妥当性が確認さ

れたと考えられる。 

④ 発達障害の特徴を有する対人関係障害者へ

のリワーク支援 

「手引きのわかりやすさ」「対象のわかりやす

さ」「診断に関わらない支援の可能性」「スタッ

フへの有用性」「患者への有用性」については、

3.00 を越える評価であり、今回作成された資料

をリワークスタッフが、発達障害の特徴を有す

る対人関係障害者への支援に用いることの妥当

性が確認されたと考えられる。 

職域への有用性については、使用された数が

少なかったいう状況があるが、評価は、3.00 を

下回っている。職域との連携については、さら

に別な資料を作成する必要があるかもしれない。

また、自由記載のコメントには、「困難事例には、

この手引きだけでは対応できないかもしれない」

という意見もあった。今回作成された手引きを、

基本的な資料として活用するとしても、今後さ

らに別に資料を作成していかなければならない

可能性がある。 

 

E.結論 

① 中小企業との連携強化 

今回の研究の成果を活用することによって、

中小企業におけるメンタルヘルスが大きく

改善する可能性がある。 

② 文献レビュー 

文献レビューの対象論文を変更して、再度

作業を進めている。 

③ 再発状況の把握 

今後、再休職時のストレス要因を確認する

ために、今回作成されたシートを使用する

ことができる。 

④ 発達障害の特徴を有する対人関係障害者へ

のリワーク支援 

今回作成された資料をリワークスタッフが、

発達障害の特徴を有する対人関係障害者へ

の支援に用いることができる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 

秋山剛： 能力発達のばらつきへのリワーク支援

の手引き作成の試み 第 23 回日本産業精神保

健学会, 大阪，6.17-18, 2016 

秋山剛：基調講演 リワーク：再休職、再発し

ない就労継続を実現するために．第 17回日本外

来臨床精神医学会．東京．2.19．2017． 

 

秋山剛：シンポジウム 2「成人後の発達障害の

就労継続支援～手引きの活用、特製の確認、他

の支援との使い分け」S2-4発達障害の特性をも

つ人への包括的就労継続支援モデルの開発．第

10回うつ病リワーク研究会年次大会．福岡．4．
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22-23．2017． 

 

Tsuyoshi Akiyama: KEYNOTE LECTURE  

Recvery of  Working Patients? WPA 

Interzonal Congress. Vinius. 5.3-6, 2017 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 

 

引用文献 

1) 1) Matsuo J, Kamio Y, 

Takahashi H, Ota M, Teraishi T, Hori H, et al. 

(2015) Autistic-Like Traits in Adult Patients with 

Mood Disorders and Schizophrenia. PLoS ONE 

10(4): e0122711. 

doi:10.1371/journal.pone.0122711 

 

.
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表１ 社会保険労務士講習会対象者属性と満足度 

 

  

    度数 ％ 

性別 

男 45 60.8 

女 29 39.2 

  
平均 SD 

社労士経験年数 

5年未満 19 25.7 

5～9年 16 21.6 

10～14年 20 27.0 

15年以上 18 24.3 

欠損 1 1.4    

これまでに経験した精神疾患を抱えた従業

員数 

なし 24 32.4 

1～4名 29 39.2 

5名以上 19 25.7 

欠損 2 2.7 

研修に対する満足度（CSQ-8J) 27.19 8.18 
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表２ 研修の有用性 

 

  開始時 終了時 

t値 
有意確率 

両側 

  Av SD Av SD 

職場でよく見られる精神疾患について理解してい

る 
2.89 0.73 3.29 0.67 -5.27 0.000 

精神疾患での休職から復職する従業員への対応に

ついて理解している 
2.63 0.75 3.27 0.91 -5.57 0.000 

リワークプログラムについて理解している 2.25 0.81 3.33 0.94 -7.72 0.000 

精神疾患から復職する従業員を支援する自信があ

る 
2.32 0.70 2.91 0.66 -7.48 0.000 
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表３ 産業医属性 

 

性別 
 

 

産業医経

験年数  
 

再休職事

例数  

男性 10 
 
5 年未満 9 

 
0-5 15 

女性 6 
 
5-9 年 1 

 
6-10 1 

 
  

10-14 年 2 
 

  

   
15 年以上 4 

 
  

合計 16 
 

 
16 
 

 
16 

 

 

 

表４ シート、ストレス項目の分かりやすさと分類の妥当性 

 

「再休職時ストレス要因シー

ト」 
「業務上のストレス」 「プライベートのストレス」 

分かりやすさ 分類の妥当性 分かりやすさ 分類の妥当性 分かりやすさ 分類の妥当性 

2.69 3.20 3.00 3.25 3.00 3.50 

0.79 0.68 0.63 0.77 0.93 0.73 
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表５ 回答率と回答者の職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 手引き、対象の分かりやすさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答率 26/28 施設 27 名 93% 

職種 

臨床心理士   11 (41%) 

精神保健福祉士    8 (30%) 

作業療法士    5 (19%) 

看護師   2 (7%) 

医師      1 (4%) 

合計    27

  

手引きの分かりやすさ 

分かりやすかった  12 (44%) 

大体分かりやすかった 14 (52%)   

やや分かりにくかった    0 (  0%) 

分かりにくかった    1 (  4%)  

 

対象の分かりやすさ 

分かりやすかった  10 (37%) 

大体分かりやすかった 15 (56%)   

やや分かりにくかった    0 (  0%) 

分かりにくかった    1 (  4%)    

未回答     1 (  4%) 
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表７ 診断に関わらない支援の可能性、スタッフへの有用性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表８ 患者、職域への有用性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

診断に関わらない支援は可能か 

可能だった     6 (22%) 

大体可能だった    16 (59%)   

かなり困難だった    5 (19%) 

不可能だった      0 (  0%) 

 

スタッフに役立つか 

役立った   11 (41%) 

大体役立った  13 (48%)  

あまり役に立たなかった   1 (  4%) 

役に立たなかった   2 (  7%) 

患者に役立つか 

役立った    5 (19%)  

大体役立った  17 (63%)  

あまり役立たなかった    3 (11%) 

役に立たなかった  0 (  0%)  

未実施・回答     2 (  7%) 

職域に役立つか 

役立った    2 (  7%)  

大体役立った   8 (30%)  

あまり役に立たなかった   2 (  7%) 
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厚生労働科学研究費補助金 
障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 

精神障害者の就労移行を促進するための研究 
 
 

分担研究報告書 
 

短期リワークプログラムの効果に関する研究 

 

研究分担者 酒井 佳永  跡見学園女子大学文学部臨床心理学科 准教授 

有馬 秀晃  品川駅前メンタルクリニック 院長 

 

研究要旨 

精神疾患による休職からの復帰を促進し、また復職後の再発防止と就労継続を目

的とした心理社会的介入であるリワークプログラムが全国に広がっている。しかし

中小企業社員の利用促進、医療経済的な効率の改善を図る上で、既存のリワークプ

ログラムよりも短期間で実施される「短期型リワークプログラム」への社会的な要

請が高まっている。 

本研究の目的は、既存型リワークプログラムを比較対象とした短期型リワークプ

ログラムの効果を明らかにすること、そして既存型リワークプログラムと短期型リ

ワークプログラムについて医療経済的な側面の比較を行なうことである。 

研究方法は、短期型リワークプログラムと既存型リワークプログラムへの参加者

を対象に、プログラム開始から３ヶ月／６ヵ月間の社会機能、職場復帰準備性、抑

うつ症状、QOL の変化、復職までの期間、復職後の就労継続とワークパフォーマン

スを評価し、プログラムによる差の検討を行なう。 

プログラム開始から３ヶ月の変化について解析を行なったところ、短期型と既存

型の両群において、プログラム開始から３ヵ月間で復職準備性、抑うつ症状、QOL

の改善が認められた。既存型プログラム参加者のほうが３ヵ月間の QOL の改善が大

きかったが、社会機能、復職準備性、抑うつ症状の変化は両群で差が認められなか

った。今後、両プログラム間で、６ヵ月後までの変化、復職までに要する期間、復

職後の再発率、復職後の就労継続期間、復職後のワークパフォーマンスに差が認め

られるかどうかについて検討する。 
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Ａ．研究目的 
我が国において、精神疾患による休職者は年々増加している（労働安全衛生調査，2013）。
また精神疾患による休職者の職場復帰後の予後をフォローアップした研究では、復職後に
再休職する事例が少なくないことが複数の研究で報告されている(Endo et al., 2013)。復
職後に再休職を繰り返すことは、患者の生産性や生活の質に大きな影響を及ぼすことが報
告されていることを考慮すると(Lerner et al., 2008)、精神疾患による休職者が復職後に
再発することなく、就労を継続できることを目的とした支援が必要である。 
 こうした背景から、我が国では精神疾患による休職者の復職および復職後の再休職防止
を目的とした復職支援プログラム（以下リワークプログラムとする）が 2000 年頃より開始
された。現在ではリワークプログラムは全国に広がり、リワークプログラムを実施してい
る施設が入会できるうつ病リワーク研究会には全国で 190 以上の医療機関が入会している
（うつ病リワーク研究会、平成 27年 2月時点）。 
 また、最近ではリワークプログラムの効果についての報告も行われており、全国のリワ
ークプログラムを利用した群（リワークプログラム利用群）と、背景要因を統制するため
にリワークプログラムを利用する条件付き確率（傾向スコア）でマッチングした通常治療
群を比較したコホート研究では、リワークプログラム利用群が有意に長く就労を継続して
いることが報告されている(大木 et al., 2013)。対象者をリワークプログラム利用群と個
人生活指導群に無作為に割り付け、介入開始から 6か月間の社会機能、抑うつ症状、非機
能的認知の変化を比較した研究では、リワーク利用群において、個人生活指導群よりも有
意に非機能的認知が改善することが報告されている（酒井，2014）。 
 しかしうつ病リワーク研究会によれば、リワーク参加期間は平均 250.4 日, 標準偏差
175.4、中央値 211.0 日とされており、これは特に中小企業においては許容できる休務期間
を超える。また医療費の削減や労働生産性損失の削減といった医療経済的な側面からも、
より短期間で実施されるリワークプログラムへの社会的な要請は高いと考えられる。一方
で、短期型のプログラムであっても、既存型と同等の一定の就労継続効果があることが期
待される。 
そこで本研究では、①短期型リワークプログラムと既存型リワークプログラムを実施し、
プログラム前後および復職後のアウトカムを比較すること、②短期型リワークプログラム
の医療経済的な評価を行うこと、③復職後の職場におけるフォローアップ体制の探索的な
検討を目的とする。本研究の仮説は以下のとおりである。①短期型リワークプログラムは
プログラム前後の社会機能の変化、および復職後の就労継続において、既存型リワークプ
ログラムと同等の効果を有する。②短期型リワークプログラムは既存型リワークプログラ
ムよりも医療経済的に優位である。 
なお現時点では、対象者の多くが未だ復職していない状況にあるため、復職までの期間、
および復職後の就労継続、復職後の就労継続による労働生産性損失の節約については検討
することができない。よって本報告書では、プログラム参加３ヵ月後の時点における社会
機能、抑うつ症状、復職準備性、QOL の変化について検討を行なう。 
 
Ｂ．研究方法 
１）対象 

本研究の対象は、調査実施機関である品川駅前メンタルクリニックにおいて実施する、短期型

および既存型のリワークプログラムの利用を希望する患者のうち、ICD-10 の気分障害（F3）の診断

基準を満たすものとする。除外基準は ICD-10 の統合失調症（F2）、脳器質性精神疾患（F0）、物

質依存性障害（F1）の診断基準を満たすものとする。目標症例数は、各群 30 人とする。 

 

２）研究デザイン 

本研究はランダム割り付けを伴わない前向き比較対照試験である。どちらのプログラムに参加す



49 
 

るかは対象者の希望で決定する。 

評価者の盲検化は行わないが、期待によるバイアスを避けるため、評価者はリワークプログラム

の実施や研究に関わらない独立したリサーチアシスタントが担当する。 

３）介入内容 

既存型リワークプログラムと短期型リワークプログラムは、ジョブトレーニング、心理社会教育、集

団認知行動療法、グループワーク、スポーツなどのプログラムを通じて、社会機能の回復および再

発予防を目指すプログラムである。既存型リワークプログラムと短期型リワークプログラムの違いは、

プログラム実施期間であるが、そのほかにも以下のような違いがある。 

既存型のリワークプログラムは内省モデルに基づいて行われるのに対し、短期型リワークプログ

ラムは行動モデルに基づいて行われる。プログラム内容の特徴としては、既存型のリワークプログラ

ムと比較して心理教育・演習の割合が少なく、ジョブトレーニングの割合が多い。またプログラムに

おいて達成すべき目標設定も、既存型リワークプログラムと比較して少ない。 

また短期型プログラムは 3 カ月から 6 カ月程度しか休職することができないという社会的ニーズ

に対応し、比較的短期間でのプログラム卒業が可能であるが、既存型プログラムは最低１年間の休

職期間が残っていることが望ましい。 

各プログラムはそれぞれ担当の精神保健福祉士や心理士が配置され、週 5日のプログラムを実

施している。 

 介入期間は対象者の状態により個人差があるが、短期型プログラムについては４カ月か

ら６カ月、既存型プログラムについては８カ月から１２カ月程度となることが想定されて

いる。 
４）評価項目 
①介入前後の変化に関する評価 
プログラム開始時点、開始 3／6カ月後、復職決定時に以下の評価を実施する。 

 社会機能：Social Adaptation Self- evaluation Scale (Bosc et al., 1997) 
 復職準備性：復職準備性評価尺度(酒井 et al., 2012) 
 精神症状：ハミルトンうつ病評価尺度 (Hamilton, 1960)、Beck Depression Index-II 

(Beck et al., 1996) 
 非機能的態度：Dysfunctional Attitude Scale-24 (Power, 1995) 
 健康関連 QOL（EQ-5D-5L；(Herdman et al., 2011) 
④共変量 
リワークのプロセスに影響を与える可能性のある要因として、性、年齢、教育歴、婚姻

状況、職位、職種、事業所規模、転職経験、精神科的診断（ICD-10）、罹病期間、初発年齢、
過去の休職回数、過去の休職期間、今回休職期間等について調査を行う。 
 

５）解析 

短期型リワークプログラム群と既存型リワークプログラム群の間に、介入開始から３か月後および

６か月後までの主要評価項目および副次的評価項目の変化に差があるかどうかについて反復測

定分散分析を用いて検討する。 

統計解析は SPSS for Windows 21.0 (IBM, Armonk, NY, USA)を用いて行った。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は実施に先立ち NTT 東日本関東病院の倫理委員会により審査され、承認された。参
加者には本研究に関して十分な説明を行い、全員から書面による同意を得ている。 
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Ｃ．研究結果 
(１)対象者の導入状況 
2015 年 11 月から 2017 年３月までに、短期型プログラム群に 14人、既存型プログラム群
に 12人の研究対象者が導入された。このうち、2017 年３月までに３ヵ月後の評価を実施し
たものは短期プログラム 11 人、長期プログラム 10 人であった。６ヵ月後の評価を実施し
たものは短期プログラム 6人、長期プログラム 8人であった。本報告書では、2017 年 3月
までに３ヵ月後の評価を実施した 21人についてプログラム開始前から３ヵ月後までの変化
に関する解析を行い、報告する。 
 
(２)対象者の特徴 
対象者の基本的な特徴を表１に記す。年齢、性別、学歴、配偶者の有無、事業所規模、
職位、転職回数、勤続年数、診断、初診時年齢、入院回数において、両群に有意な差は認
められなかった。 
 
表１ 対象者の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 対象者の特徴（続き） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、プログラム開始時点における休職状況を表３に示す。 
 
表２ 対象者の休職状況 
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休職回数、過去の休職期間、今回休職開始から介入開始までの期間については両群に有
意な差はみとめられなかった。その一方で、残休務期間については両群に５％水準で有意
な差が認められ、既存型プログラムを希望した対象者は、短期型プログラムを希望した対
象者と比較して、残休務期間が長かった。 
 
(３)介入開始前の評価 
 短期型群、既存型群の介入開始前評価の結果を表３に記した。 
 介入開始前の評価は、両群間で有意な差は認められなかった。 
 
表３ 対象者の介入開始前評価 

 
 
（４）介入開始から３ヵ月間の変化 
 介入開始から３ヵ月間の評価尺度の変化を表４にまとめた。 
各尺度について、群（短期型 vs 既存型）と評価時期（開始前 vs３ヵ月後）の２元配置の
反復測定分散分析を行なった。SASS については評価時期の主効果(F=3.96, p=0.06)、群の
主効果（F=1.57, p=0.23）、評価時期と群の交互作用（F=2.11, P=0.16）がいずれも有意で
はなかった。 
復職準備性評価シートについては評価時期の主効果(F=8.87, p=0.008)のみ有意であり、
群の主効果（F=0.87, p=0.36）、評価時期と群の交互作用（F=0.04, P=0.85）であった。こ
のことから、参加したプログラムの種類に関わらず、復職準備性は改善する傾向があるこ
とが示された。 
HAM-D については、評価時期の主効果(F=13.81, p=0.001)のみ有意であり、、群の主効果
（F=1.76, p=0.20）、評価時期と群の交互作用（F=4.13, P=0.056）は有意ではなかった。
このことから、参加したプログラムの種類に関わらず、抑うつ症状は改善する傾向がある
ことが示された。また有意ではないが、既存型プログラムにおいて、抑うつ症状の改善が
大きい傾向が示された。 
BDI については、評価時期の主効果(F=12.7, p=0.002)のみ有意であり、群の主効果（F= 
0.43, p=0.52）および、評価時期と群の交互作用（F=1.26, P=0.28）は有意ではなかった。
このことから参加したプログラムに関わらず、対象者が自ら評価する抑うつ症状は、改善
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することが示された。 
EQ-5D5L については、評価時期の主効果(F=24.3, p < 0.001)と、評価時期と群の交互作
用（F=8.69, p=0.008）が有意であり、既存型プログラム参加者と、短期型プログラム参加
者では EQ-5D5L の変化に有意な差があり、既存型プログラム参加者のほうが、プログラム
開始３ヵ月間の QOL の改善が大きいことが示された。 
 
表４ 介入開始から３ヵ月間の変化 

 
 
Ｄ．考察 
３ヵ月間における評価尺度の変化をアウトカムとしたとき、短期型プログラム群と既存
型プログラムの社会機能、職場復帰準備性、主観的、客観的な抑うつ症状について、その
変化に有意な差は認められなかった。職場復帰準備性と主観的、客観的な抑うつ症状につ
いては、プログラムの種類に関わらず、３ヶ月間に有意に改善しており、短期型プログラ
ムも、既存型プログラムも、職場復帰準備性と主観的、客観的な抑うつ症状に効果をもた
らす可能性が示された。 
QOL についてのみ、既存型プログラムにおいて、短期型プログラムよりも QOL の改善が大
きいという結果が示された。ただし、これは有意ではなかったものの、介入前評価の時点
で、既存型プログラムの参加者のほうが短期型プログラムの参加者よりも QOL のスコアが
低く、改善しやすいかったことによる影響であった可能性がある。 
本報告の分析結果より、短期型プログラムと既存型プログラムでは、３ヶ月間の評価尺
度の変化という点では、効果において差はあまり認められない可能性が示唆された。短期
型プログラムは既存型プログラムよりも、より早い復職が目指されやすいこと、一方で、
既存型プログラムは、時間は多く要するものの再発防止をより強く意識して作られたプロ
グラムであることから、６ヵ月間の状態変化、復職までの期間、復職後の就労継続期間、
再発率、ワークパフォーマンスには有意な違いが認められる可能性はある。また、こうし
た効果の違いにより、費用対効果や費用対効用といった医療経済的な指標に違いが認めら
れる可能性もある。 
今後、６ヶ月時点の評価を行なったものの人数、また復職したものの人数が増えてきた
時点で、各プログラムにおける復職までの期間、復職後の再発率や就労継続期間、医療経
済的な側面についても検討を続けていく必要がある。 
 
Ｅ．結論 
短期型リワークプログラムと既存型リワークプログラムの両群において、プログラム開
始からの３ヵ月間で復職準備性、抑うつ症状、QOL の改善が認められた。プログラムによる
効果の違いとしては、プログラム開始前により QOL が低かった既存型プログラム参加者に
おいて、より３ヵ月間の QOL の改善が大きかったが、社会機能、復職準備性、抑うつ症状
の変化については両群で差が認められなかった。今後、両プログラムの間で、６ヵ月後ま
での変化、復職までに要する期間、復職後の再発率、復職後の就労継続期間、復職後のワ
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ークパフォーマンスに差が認められるかどうかについて検討する。 
 
Ｆ．健康危機情報  なし 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
なし 
２．学会発表 
有馬秀晃. 再休職を防ぐために我々に何ができるか．日本外来臨床精神医学会 第 17 回学
術集会，2017 年 2月 19 日 東京． 
 
Ｈ．知的財産権の出版・登録状況 
１．特許取得   なし 
２．実用新案登録 なし 
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平成 28 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

精神障害者の就労移行を促進するための研究 
分担研究報告書 
 

地域における就労活動のための諸機関との連携の標準化 
 

（分担研究者） 五十嵐良雄 メディカルケア虎ノ門 院長 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究協力者：林俊秀（うつ病リワーク研究会、メディカルケア虎ノ門） 
            森田哲也（株式会社リコー） 
       牧宏一（さくら・ら心療内科） 
        横山正幹（さっぽろ駅前クリニック） 
        古野洋一（うつ病リワーク研究会） 
            芳賀大輔（ワンモア豊中） 
         
１．研究目的 
うつ状態を呈する精神疾患で休職した労働
者に対し、職場復帰と再休職予防を目的と
したリハビリテーションであるリワークプ
ログラム(以下、プログラム)を実施する医療

機関(以下、治療機関)は全国で 200 施設を
超えるほどになった。原則としては主治医
とリワーク施設である治療機関が同一医療
機関であることが望ましいが、過半数の治
療機関は様々な理由から主治医を他院とす

研究要旨： 
うつ状態を呈する精神疾患で休職した労働者に対し、復職と再休職予防を目的とした治療プロ
グラムであるリワークプログラム(以下、プログラム)を実施している医療機関(以下、治療機関)
において、関連する諸機関との連携は欠かせないものである。特にプログラム利用者の所属す
る事業場との連携については、スムーズに職場復帰をするためには相互に必要な情報を取り交
わすことが必要となる。そこで、本研究では事業場側に対して、治療施設との連携の実態、要
望、阻害要因等を調査し治療機関側の医療サービスの質の向上を目指した。また、連携の重要
性と標準的な方法を理解してもらうためのパンフレットを作成し、諸機関との連携を強化し患
者の支援に役立てることを目指した。 
今調査から、「医療機関との連携を今後も継続したいですか」については、全員が継続を望んで
いた。「現在の連携に対し改善すべき点」については、①医療機関、企業それぞれに役割を理解
した連携を希望、②会社内に病気休職支援のプログラムがあるため、会社の制度とうまく組み
合わせた情報共有を望む、との記載があった。「連携を希望する時期」については「復職前/復職
時」が 100％で最も多く、次いで「リワーク参加中」が 79％であった。「連携の内容」について
聞いたところ、「業務・職場への配慮事項」が 95％で最も多く、次いで「本人の病状、特性に
対する説明」が 92％、「本人のリワークプログラムへの参加状況」が 85％、であった。「治療施
設側から希望する情報提供」について聞いたところ、「本人の特性」が 97％で最も多く、次い
で「業務への影響」が 94％、「配慮事項」が 92％、「今後の見通し」が 90％、「評価表」が 74％
であった。「連携の方法」について聞いたところ、「書面により」が 79％で最も多く、次いで「診
察面談により」が 68％、「ケース会議により」が 42％であった。「連携に係る費用の負担者」に
ついては、「社員本人が負担」が 66％、事業者が負担」が 26％であった。「連携に係る費用」に
ついてどのくらいの金額が適切か聞いたところ、平均 9，481円であった。 
事業場が希望する連携は、復職前/復職時に本人の特性を基にした業務・職場への配慮事項につ
いて書面や診察面談によって行うことであった。 
こうした連携による支援を今後確立的なものにしていくためにも、経済的な対価を得て、連携
できるリワーク・コーディネーターのようなスタッフを確保することが必要である。 
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る利用者を受け入れている実情がある。そ
のような場合には、プログラム運営上、ま
たプログラムの成果を出すために参加開始
から終了までの間、利用者の状態等につい
て主治医と治療機関側で情報交換が必要と
なる。 
また、休職者が復職をするときには所属先
事業場との間で病状の回復状態について情
報のやり取りの必要性が生まれてくる。そ
の際は産業医や産業保健スタッフなどの医
療専門職ばかりでなく、人事労務担当者や
上司などが連携先となることもある。 
本研究でこれらの連携を検討するにあたり、
それぞれの機関とどのように連携を取って
いるかの実態を明らかにするため初年度で
は、うつ病リワーク研究会の基礎調査にお
ける各種連携の実態 1)～6)、連携を行う利用
者は事例性の高い利用者である可能性が高
いと考え、実際に連携を行った事例に関す
る調査の 2 つの研究を実施した。2 年度目
は、実態調査として「治療機関と他院主治
医との連携」と「治療機関と企業との連携」
に関する実態調査を実施した。また、治療
機関が連携時に使用している各種帳票を提
出していただき参考にしてモデル文書を作
成した。3 年度目の本年は、これまでの調
査対象である治療機関側とは対になる事業
場側に対して、治療施設との連携の実態、
要望、阻害要因等を調査し治療機関側の医
療サービスの質の向上を目指した。また、
連携の重要性と標準的な方法を理解しても
らうためのパンフレットを作成し、諸機関
との連携を強化し患者の支援に役立てるこ
とを目指した。 
 
２．研究１ 事業場と治療機関との連携に
関するニーズ調査 
（１）研究方法 
2014 年にうつ病リワーク研究会に所属す
る治療機関を対象に、リワークプログラム
を通して連携し関係性のある事業場につい
て調査したところ 23 治療機関より 108 事
業場の報告があった。2016年に改めて当該
治療機関に連携の現状を確認し、現在関係
性のある 106 事業場へ調査票（別紙 1）を
送付した。その結果、62 事業場 63 名の回
答を得た（回答率 59.4％）。 
 

（２）調査内容 
調査内容は、Ⅰ．医療機関との連携につい
て、Ⅱ．希望する連携、の２つの大項目で
構成されている。 
 
（３）調査結果 
Ⅰ．医療機関との連携について 
調査票記入者の職種は、産業保健スタッフ
（保健師）が最も多く 27人（42％）であり
産業保健スタッフ（看護師）2 人と合せる
と 29人（45％）であった。次いで人事労務
担当者が 19人（30％）、産業医が 12人（19％）
であった（表 1）。 
「医療機関との連携を今後も継続したいで
すか」については、継続したいが 63 人
（98％）、継続したくないが 1人（2％）で
あった。ただし、継続したくない理由とし
ては、「現在の連絡体制の継続を希望する」
であることから、継続の意思があると解釈
でき、よって全員が継続を望んでいると理
解できる（表 2）。 
「現在の連携に対し改善すべき点」につい
ては、以下の記述があった(表 4)。 
①医療機関、企業それぞれに役割を理解し
た連携を希望する。業務内容について医療
機関より指示があっても配慮に限界がある。 
②会社内に病気休職支援のプログラムがあ
るため、会社の制度とうまく組み合わせた
情報共有を今後も望む。 
 
Ⅱ．希望する連携 
「連携を希望する時期」について聞いたと
ころ、「復職前/復職時」が 62 人（100％）
で最も多く、次いで「リワーク参加中」が
49 人（79％）であり、「リワーク参加前」
と「復職後（フォローアップ期）」が 37人
（60％）と続いた。また、「その他」の記述
として、「中断や変わったこと等状況が変化
した時」、「個人ごと状況が異なるため随時
対応」、等の希望があった(表 5)。 
「連携の内容」について聞いたところ、「業
務・職場への配慮事項」が 59人（95％）で
最も多く、次いで「本人の病状、特性に対
する説明」が 57人（92％）、「本人のリワー
クプログラムへの参加状況」が 53人（85％）、
「今後の治療の見通し」が 46人（74％）で
あった。「その他」の記述として、「プログ
ラム参加による変化や気づき」、「フォロー
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アップの状況」、「復職に関するルールの理
解」、「職場における本人の課題」、等の希望
があった(表 6)。 
「治療施設側から希望する情報提供」につ
いて聞いたところ、「本人の特性」が 60 人
（97％）で最も多く、次いで「業務への影
響」が 58人（94％）、「配慮事項」が５７人
（92％）、「今後の見通し」が 56人（90％）、
「評価表」が 46人（74％）であった。その
他の記述として、「リワークでのトラブルが
あった際の様子と解決方法」、等の希望があ
った(表 7)。 
「連携の方法」について聞いたところ、「書
面により」が 49人（79％）で最も多く、次
いで「診察面談により」が 42 人（68％）、
「ケース会議により」が 26人（42％）であ
った。その他の記述として、「テレビ会議」、
「電話」、「報告会」、等の希望があった。 
また回答者の職種により回答の違いがみら
れると考えられたため産業保健スタッフと
人事労務担当者に分けたところ、「書面によ
る連携」は産業保健スタッフの回答の方が
13％多く、「診察面談による連携」は人事労
務担当者の回答が 18％多く、ケース会議に
ついては産業保健スタッフの回答が 8％多
かった(表 8,9,10)。 
「連携の担当者」については、「主治医、リ
ワーク担当医」が 46人（74％）、「リワーク
プログラムのスタッフ」が 47人（76％）で
ほとんど変わらなかった(表 11)。 
「連携に係る費用の負担者」については、
「社員本人が負担」が 41人（66％）、事業
者が負担」が 16人（26％）であった。「そ
の他」11 人（18％）の記述として、「医療
費（リワーク費）の範囲で」、「本人希望（要
因）なら本人、会社依頼（業務起因性高い）
ケースは会社」、「費用がかからない連携」、
等の希望があった(表 12)。 
「連携に係る費用」についてどのくらいの
金額が適切か聞いたところ、平均 9，481
円(n=26)であり、最高が 100,000円、最低
が 0円、最も多い金額は 5000円（23.1％）
だった。本設問に対するコメントとして「相
場観がわからない」、「文書（診断書）料や
診療情報提供書の範囲」、「連携に関する費
用は無料で」、「連携することがリワークの
前提であり都度費用発生すると抵抗感が出
るのでは」などがあった（表 13)。 

 
４．研究２ 連携標準化パンフレットの作
成 
（１）研究方法 
医療機関などで使用される各種パンフレッ
トを参考にどのような形式・体裁のものが
手軽に使用してもらえるかという点を検討
した。使用いただく対象者として、a)リワ
ークプログラムの利用を検討している患者、
b)その家族、c)その主治医（他院含む）、d)
勤務先の産業医や産業保健スタッフ、e)地
域の関係諸機関、を想定した。また、これ
までの諸機関との連携に関する研究を基に
どのような連携を取ることがスムーズな情
報共有に繋がるかという点について要点を
押え、コンパクトな内容とすることを目指
した。 
 
（２）研究内容 
検討の結果、以下の項目立てによるパンフ
レット原稿を作成した。 
 
（題名） 
こころの病気のリハビリテーション   
休職から復職まで 
（目次） 
はじめに 
休職開始から職場復帰までの道のり 
1．治療専念期に必要なこと 
 自宅療養 
2．リハビリ期に必要なこと 
 生活・睡眠覚醒リズムの回復 
 体力・集中力の回復 
 こころのリハビリ 
 リワークプログラムの活用 
3．職場復帰準備期に必要なこと 
 職場復帰の流れ 
 職場復帰における主治医、産業保健スタ
ッフの役割 
4．職場復帰後に必要なこと 
 薬物療法継続の重要性 
 再発を予防するには 
職場復帰した患者さんの体験談 
 Ａさんの場合 
 Ｂさんの場合 
セルフマネジメントシート 
 
５．研究 1および研究 2の考察 
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（１）事業所と治療機関との連携に関する
ニーズ調査   
本調査は、これまでに治療機関と連携し関
係性のある事業場の方を対象に実施したニ
ーズ調査のためか、ほとんどが「今後も連
携を継続したい」との回答であった。これ
は、これまでの連携が事業場側にとって必
要であり役に立っている実態が連携継続拒
否の積極的な回答に繋がらなかったと考え
られる。また、現在の連携について改善す
べき点として挙げられた「医療機関から業
務内容の指示をされる場合があるが、病状
による業務上の配慮は職場の判断であり、
医療機関と企業のそれぞれが役割を理解し
た連携を望む」については、事業場が治療
機関や主治医に対し何を要望しているかに
ついて医療側が理解することが求められて
いる。ただし事業場ごとにその要望は異な
る。そのため事業場の要望の把握方法につ
いては、昨年度 8)本研究で作成した連携時
に使用するモデル文書であるプログラム開
始時の「リワーク導入時情報収集シート」
や復職前/復職時の「復職時 情報収集シー
ト」などを活用するとともに診察時の面談
やケース会議において情報収集と理解を深
めることが考えられる。 
希望する連携の時期について「復職前/復職
時」の 100％は職場復帰を目的とするリワ
ークプログラムとして当然であるが、「リワ
ーク開始前」が 60％、「リワーク参加中」
が 79％、「復職後（フォローアップ期）」が
60％と、どの時期も連携を希望する割合が
高い。これは、リワークの参加や通院中に
体調や状況の変化があれば時期に関係なく
連携をする必要があるからと考えられる。 
希望する連携の内容・情報について「業務・
職場への配慮事項」、「本人の病状、特性に
対する説明」、「業務への影響」、「配慮事項」、
「今後の見通し」が高かったが、これらは
復職時の対応を考える際に職場として必要
な情報であり、当該情報を基に配置転換や
就業上の措置、業務量の調整や指示方法な
どが検討されるからであろう。また「リワ
ークの仕組みについての問い合わせ」が
39％と低い理由として、既にリワークにつ
いていくつものケースを経験しプログラム
等の仕組みを理解している方が今回の回答
者であったからと考えられる。 

希望する連携方法として「書面による」連
係が 79％と最も多かったが、通常は書面で
やり取りをすることが基本であり、書面で
は情報として足りない場合に診察面談やケ
ース会議が追加されると考えられる。事業
場と治療機関の双方でマンパワーが足りな
い点と診断書等の書類発行による費用徴収
の点から書面のやり取りが基本になるが、
可能であるならば対面の機会を設定し実施
する方が多くの情報を双方で共有すること
ができるため望ましいと考えられ、その意
味でテレビ会議や電話での連携の希望が挙
げられたと考えられる。また、電話による
連携は実務の上では問い合わせなどを中心
に日常的に行われているのではないかと考
えられる。情報通信技術の発達により新し
い方法ができた場合は、適宜内容を検討し
適切な情報共有ができることが望ましいと
考えられる。職種による相違点として「書
面による連携」は産業保健スタッフの方が
13％多く、「診察面談による連携」は人事労
務担当者が 18％多かったが、医療知識の量
の違いが理由と考えられる。医療知識のあ
る産業保健スタッフは書面から必要な情報
を把握することができるが、医学知識の少
ない人事労務担当者は診察面談時に直接説
明を受けることで必要な情報を得ていると
考えられる。 
費用については、「社員本人が負担」が 66％
と「事業所が負担」26％より 40％多かった。
これは、治療機関による書類発行に関して
事業所指定の書式による情報提供書などの
場合は事業所が負担することもあるが、診
断書の発行費用は多くの場合社員本人が負
担している実情からと考えられる。また、
ケース会議の場合の費用負担については事
業場としてどのような形で支出するかが見
えにくいのではないかと考えられる。現実
的に事業場として理解・説明できる内容で
なければ支出に対して社内の了解を得るこ
とが難しいと思われる。そのためか連携に
ついてはリワークの費用に含まれることや
無料であることを希望する意見が多かった。
これまで 7)8)の連携に関する調査では治療
施設が連携をする場合にほとんどが無料で
実施しており、治療機関側の費やす労力と
企業からの要望について実施を検討すると
リワークコーディネーターといった担当者
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を配置する必要があるため、リワークプロ
グラムに対する経済的な評価の見直しが必
須と考えられる。 
 
（２）連携評価パンフレットの作成 
本パンフレットは、当事者や家族に向け休
職中の過ごし方やリワークについて理解を
深めていただくための分かりやすい資料と
して活用してもらうことを目指している。
本パンフレットでは休職から復職にかけて
の経過や治療機関や事業場とのやり取り、
休職者の体験談などが記載されており、そ
の内容を本人や周囲が理解することで休職
期間中も安心して治療に専念することがで
きる状況が築けるのではと考えている。 
特に中小企業では社員の人数が少ないため
休職する社員が現れても初めてのケースと
なることが多い点や、産業保健スタッフが
いることも少なく産業医も嘱託で限られた
活動となると人事労務担当者もどのように
対応すべきか良くわからないことがあると
考えられる。そのような場合に事業場や主
治医から休職する社員に本パンフレットを
手渡すことにより休職中の過ごし方や復職
への準備の仕方を伝えることが出来るとと
もに事業所側も何を準備するべきか確認を
することができると考えられる。 
また本パンフレットは、事業場との連携、
他院主治医との連携、地域の諸機関（就労
移行支援事業所、障害者職業センター等）
との連携など様々な場面における連携につ
いても触れているため、治療機関として近
隣の諸機関との連携を推進・確認する際の
資料や他院主治医が治療機関を紹介する際
の資料としても活用できると考えている。 
 
６．結論 
今年度の研究により事業場と医療機関の連
携に関する全体像を明らかにするとともに、
より具体的で実務的な方法論を確立するこ
とを目指した。 
・今調査から、事業場が希望する連携は、
復職前/復職時に本人の特性を基にした業
務・職場への配慮事項について書面や診察
面談によって行うことであった。 
・こうした連携による支援を今後確立的な
ものにしていくためにも、経済的な対価を
得て、連携できるリワーク・コーディネー

ターのようなスタッフを確保することが必
要である。 
3 年間の研究により、患者情報の共有につ
いて治療機関と他院主治医と事業場のそれ
ぞれについて実情を調べた。具体的な連携
方法や帳票、啓発用パンフレットを作成し
た。 
【今後に向けて】 
今後は今回の研究で明らかになった連携パ
ターン、使用する文書や内容に対する精査、
実際に使用してみての効果なども検証して
いくことが求められる。そして最終的には
治療構造の一つとしての具体的で実務的な
医療と企業の連携方法を確立していきたい。 
 
７．健康危険情報 
  なし 
８．研究発表 
 （１）論文発表 
 なし 
 （２）学会発表 
 なし 
９．知的財産権の出願・登録状況 
  なし（予定を含む。） 
 （１）特許取得 
 なし 
 （２）実用新案登録 
 なし 
 （３）その他 
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（題名) 

こころの病気のリハビリテーション   休職から復職後も働き続けるために 

 
 
（目次） 
はじめに 
休職開始から職場復帰までの道のり 

１．治療専念期に必要なこと 
 自宅療養 
2．リハビリ期に必要なこと 

 生活・睡眠覚醒リズムの回復 
 体力・集中力の回復 
 こころのリハビリ 

 リワークプログラムの活用 
３．職場復帰準備期に必要なこと 
 職場復帰の流れ 

 職場復帰における主治医、産業保健スタッフの役割 
４．職場復帰後に必要なこと 
 薬物療法継続の重要性 

 再発を予防するには 
職場復帰した患者さんの体験談 
 Ａさんの場合 

 Ｂさんの場合 
セルフマネジメントシート 

 

 
はじめに 
うつ病などのこころの病気は治りにくい病気と思われがちですが、適切な薬物治療によって多くの患者さ

んが回復することができます。こころの病気で休職していた人も、症状が改善したら職場復帰することにな

ります。 
しかし、治療に専念していた環境からいきなり職場復帰するのは、体力的にも精神的にも容易ではありま

せん。スムーズな職場復帰を果たすにはそれなりの準備が必要になります。また、職場復帰には職場との調

整や連携が欠かせません。職場復帰後の再発や再休職を防ぐためには、自分の病気に対する理解を深め、セ

ルフケアの方法を身につけることも必要になります。 

 
この冊子では、こころの病気の発症から職場復帰までを 4つの時期に分け、職場復帰に向けてそれぞれの
時期に準備すること、その際のポイントを紹介しています。自分がどの時期にいるのかを理解し、急がず、

着実にステップアップして職場復帰を目指してください。 
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職場復帰までの道のり  あせらず、急がず、4つの時期に応じた準備が必要です 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
   

 
 
 

 
１ 治療専念期に必要なこと 
 仕事や職場復帰のことはまだ考えず、治療に専念 

 
主治医に「こころの病気のため自宅療養が必要」と診断されてから、「症状が改善しはじめてきた」と判

断されるまでの期間が治療専念期です。気分の落ち込みやゆううつな気分、やる気が出ないといった精神症

状や、頭痛、めまい、肩こり、動悸などの身体症状が現れます。この時期は、仕事のことは忘れて、じっく

りと治療に専念することが重要です。 

 
自宅療養 
何もする気がおきない時期は、無理をせずに自宅で休養して、心身を休めましょう。のんびりとリラック

スして、自然に気力が回復してくるのを待てばよいのです。 

 
連携 
休職前、治療専念期に職場に確認しておきたいこと 

じっくりと自宅療養するためには、働いている職場にどのような休職制度があるか、また休職中の身分保

障や給与などについて確認しておくと安心です。家族やまわりの人のサポートを得て、職場の人事・労務担

当部署等にたずねてみましょう。職場側でも休職時に必要なことを書面などで連絡できるようにしましょう。 

 
職場の方に気をつけてもらいたいこと 
職場は休職者の負担にならないよう１ヶ月に１回程度、診断書を提出してもらうタイミングで面談するな

ど状況確認をするといいでしょう。その際は窓口を一本化しておくことが大切です。 

治療専念期 
症状が改善し
はじめる時期
です。じっく
り治療に専念
しましょう。 

リハビ

リ期 
生 活
の リ
ズ ム
を 整
え 、
体
力 、
集 中
力 を

職場復帰後 
薬物療法を
続け、セルフ
マネジメン
トに努め、復
職できたこ
とに自信を
もって社会
生活を送り
ましょう 

 

職場復

帰 準

備期 
症 状
が 安
定
し 、
職 場
復 帰
に 自
信 が

復職可能レベル 

症
状
の
改
善 

改善・回復 

うつ状態 
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また、休職者の具合が悪くなった原因や不調が要因と考えられる職場で困ったことなどがありましたらま

とめておくとよいでしょう。リワークプログラム参加時の情報共有時に利用することができます。 

 
 
２ リハビリ期に必要なこと 
職場復帰を見据えつつ、焦らずに気力・体力を整える 

 
薬物と休養による治療の効果が徐々に現れてきて、こころの病気の症状が改善してくる時期です。ただし、

ここで職場復帰を急ぐと、こころの病気が再発して結果的に職場復帰が遅くなってしまいます。この時期は

職場復帰のためのウオーミングアップの時期と考えるとよいでしょう。 

 
生活・睡眠覚醒リズムの回復 
職場復帰に合せた生活リズムを作るようにしましょう。決まった時間に起きて身支度を整え、散歩に行く

など、少しずつ生活リズムを元に戻していきましょう。 
この時期最も重要なのが、睡眠覚醒リズムを整えることです。こころの病気が回復しても、不眠がいつま

でも残ってしまう患者さんが少なくありません。出勤時間に合わせて決まった時間に起床し、短時間でも屋

外に出て日光を浴びると、リズムが整いやすくなります。そして、夜は決まった時間に寝て健康な人の規則

的な生活リズムを作りましょう。そこで役立つのが「セルフマネジメントシート」です。起床・就寝時間、

食事の回数、服薬回数、憂うつ間、食欲、睡眠の状態などを毎日記入します。自分で生活リズムを確認する

ことができます。 

 
体力・集中力の回復 

リハビリ期には、治療専念期に低下した体の機能を回復させ、職場復帰できるだけの体力をつけることが

重要です。例えばラジオ体操や散歩、近所への買い物など、無理のないところからはじめましょう。 
また集中力や注意力などを回復させる時期でもあります。興味のもてる新聞や雑誌などを読むのもいいで

しょう。回復のきざしが見られたら、午前中を図書館で読書してみることをおすすめします。集中して読書

ができるようになれば回復していると言えるでしょう。週 5 日間続けられるようになれば、だいぶ回復し
てきています。 

 
こころのリハビリ 
職場復帰すると、多くの場合こころの病気を発症したときと同じ環境に身をおくことになります。そこで、

ストレスと上手に付き合っていくことが必要になります。そのため「自己分析」をしてみることも大切です。

休職までの経緯をていねいに振り返り、文章にしてみましょう。こころの病気になった自分の課題に気づき、

自分の中で整理することができれば、対処法を考えることができます。 

また、主治医に相談して、物事を柔軟に対処できる発想転換法のトレーニングを受けたり、ストレスを発

散できる自分なりの方法をいくつか見つけておきましょう。 

 
リワークプログラムの活用 
リワークとは職場復帰(return to work)のことです。医療機関や障害者職業センターなどで復職への支援
のためのリワークプログラムが実施されています。リワークプログラムを行っている医療機関があつまって

「うつ病リワーク研究会」を組織しています。（http://www.utsu-rework.org/） 
リワークプログラムでは、毎朝決まった時間に通うことによる通勤訓練や、職業能力回復訓練、こころの

病気の再発予防教育などが行われます。初期のプログラムでは卓球などの運動を行い、体力をつけるととも

に久しぶりの集団生活になじむことが目的です。参加を検討する際はまずプログラムを行っている施設へ参
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加の方法や参加日、プログラムの内容など電話で問い合わせてみましょう。巻末に全国の医療機関で行って

いるリワーク施設の一覧があります。ひとりで行うリハビリに不安を感じる場合は、リワークプログラムに

参加するとよいでしょう。なお、リワークプログラムに参加する際には、主治医の紹介状を必要とすること

が多いようですので主治医に相談しましょう。復職後も働き続けるためには主治医との連携が重要です。そ

のためにもリワークプログラムを行う医療機関へ転院することを検討してみましょう。 

 
リワークプログラムの概要 

現在休職中の患者さんが復職・再休職予防を目的とする医学的リハビリテーション。参

加することで、①生活リズムの改善、②共通の悩み・目的の仲間との交流、③専門スタッ

フへの相談、等をすることができます。 

プログラムの種類 
①オフィスワークなどと呼ばれるプログラムで、レポート作成やパソコン作業など文字や

数字、文章を扱う机上における作業を実施し集中力や作業能力の確認や向上を目的として

います。 
②認知行動療法など心理学的な手法を用いた治療プログラムで、こころの病気の人によく

見られる考え方の偏りを修正するための方法などを学びます。 
③症状を自己管理するために、自身の病気のことを理解するための教育プログラム。 
④職場という集団にもどることを想定し、グループにおける共同作業や役割分担、対人ス

キル向上を目的としたプログラム。 
⑤体力向上を目的とした軽スポーツや個人面談、リラクセーションなどこれまでの４つに

該当しないプログラム。 

 
連携 
リハビリ期の職場との連携 

リハビリ期に入ったら、職場に連絡しておくとよいでしょう。自分が現在職場復帰に向けトレーニングを

していることや、主治医からはあと何か月休養が必要と言われているか、どのようなプログラムに参加して

いるかなどを伝えましょう。また会社での職場復帰の手続き復帰後の待遇や配慮について確認しておくこと

も大切です。 
主治医とリワークプログラムを行っている施設が違う場合は、主治医を受診する際にプログラムの参加状

況について伝えるようにしましょう。またリワーク施設側からプログラムへ参加している時の状態について

主治医へ情報提供を行うことがありますので、治療に役立ててもらいましょう。 
さらに、リワーク施設と職場の間で職場復帰に向けて同意を得たうえで情報を共有する場合があります。

病状やご自身の特性・傾向などについてリワーク施設のスタッフと相談しながら職場復帰に向けて準備を進

めていきましょう。特に職場復帰時に困難さが予想される場合は職場とリワーク施設の間で連携を取ること

が必要になるでしょう。 

 
職場の方に気をつけてもらいたいこと 
職場復帰時に診断書などどのような書類が必要になるか、余裕をもって休職者に伝えておくことが大切で

す。休職者から職場復帰の申出があってからや、休職期間満了ギリギリで対応することの無いようにしまし

ょう。 
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３ 職場復帰準備期に必要なこと 

職場復帰は目前。職場と相談しながら慣らし運転を開始。 

 
症状が安定し、生活リズムも徐々にもどってきて、職場復帰に自信が出てくる時期です。主治医から職場

復帰にＧＯサインが出たら、いよいよ職場復帰に向けての準備を開始しましょう。主治医や産業医、職場の

上司や人事・労務担当部署と相談しながら、調整を開始します。 

 
職場復帰の流れ 
職場復帰は、厚生労働省が事業者向けに作成した『(改訂)こころの健康問題により休業した労働者の職場
復帰支援の手引き』に準じて行われます。ステップの流れを理解しておくとよいでしょう。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
職場復帰における主治医、産業保健スタッフの役割 
職場復帰は、主治医からの「職場復帰可能」という診断書が出てはじめて可能になります。主治医が正し

い判断を下すため、自分の業務内容や会社の制度などを詳しく伝えましょう。 
一方、職場の産業保健スタッフ(産業医や保健師、カウンセラー、労務担当者など)は、あなたが実際にそ
の職場で働けるかを判断し、環境を整えてくれます。職場に産業医などのスタッフがいる場合には、これま

で行ってきた治療や現在の病状、今後の治療計画などをきちんと伝えましょう。また、リワーク施設側より

病気休業開始 
・患者さんから職場へ「病気休業が必要」との主治医の診断書を提出 
休業中のケア 
・安心して療養できるよう、経済的な保障などの情報提供 

主治医による「職場復帰可能性」の判断 
・患者さんの職場復帰への意思表示 
・主治医による「職場復帰可能」の診断書提出 

職場復帰の可否の判断 
・患者さんの病状・業務遂行能力の評価 
・職場環境の評価 など 
職場復帰支援プランの作成 
・復職日、患者さんに対する配慮、フォローアップ体制など 

最終的な職場復帰の決定 
・患者さんの状態の最終確認 
・産業医などによる「職場復帰に関する意見書」の作成 
・職場責任者による最終的な職場復帰の決定 など 

復職後のフォローアップ 
・再燃・再発、新たな問題の有無の確認 
・治療の状況、主治医の意見の確認 
・勤務状況・能力の評価 
・職場復帰支援プラン実施状況の確認 
・職場復帰支援プランの評価・見直しなど 

職場復帰 

第 1 
ステッ
プ 

第 2 
ステッ
プ 

第 5 
ステッ
プ 

第 3 
ステッ
プ 

第 4 
ステッ
プ 
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リワークプログラムに参加していた状態について会社側へ情報提供を行う場合がありますので、職場復帰時

に利用できるように作成をしてもらいましょう。 

 
職場の方に気をつけてもらいたいこと 

職場復帰の条件について休職者と確認をしましょう。勤務日数や勤務時間、部署や業務内容などがある程

度分かることで主治医がより正しく判断をすることができます。また休職者本人も職場復帰に向けより具体

的に準備を進めることができます。 

 
 
 
４ 職場復帰後に必要なこと 
こころの病気は再発しやすい！薬は一定期間飲み続けて 

 
職場復帰して 1～3か月程度は、まだまだ不安定な状態です。今までの遅れを取り戻そう、早く信頼を回
復しようと頑張りすぎないようにしましょう。復職後は、からだと頭を徐々にこころの病気の発症前の生活

リズムに慣らしてくことが大切です。 

 
職場の方に気をつけてもらいたいこと 
復職直後は疲れやすいため、職場側も何度も食事に誘うなどの過干渉はさらに疲れるもととなる場合があ

るので注意しましょう。 

 
再発を予防するには 

薬物療法継続の重要性 
職場復帰してだんだん調子が良くなると主治医は薬を減らしていきますが、職場側では逆に業務量が増え

てきます。再発の可能性が高まっていますので主治医と職場の情報共有が必要になります。その点から上司

や職場に次回の通院日を伝えるとよいでしょう。こころの病気の再発を予防するためには、薬物療法を継続

することが非常に重要です。実際、こころの病気が改善した後も薬を一定期間飲み続けると、飲まない場合

より再発が少ないことが知られています。いつまで飲み続けるべきかについては主治医とよく相談して決め

ましょう。 
また薬は、急に中断するとめまいや吐き気、不眠などの症状が出ることがあります。自己判断で中断せず

に、主治医の指示に従いましょう。 

 
 
セルフマネジメントシートの継続 

休職期間中につけていた「セルフマネジメントシート」に、起床・就寝時間、食事の回数、服薬回数、憂

うつ感、食欲、睡眠の状態などを継続して毎日記入します。自分で気分の状態がわかり、不調な時は無理を

しないなど適切な対処ができるようになります。 

復職はゴールではなく、新たなスタートととらえ、セルフマネジメントを続け、復職できた自分に自信を

もって充実した社会生活を送ってください。休職して復職した際に大事なことは、再休職しないことです。 
※実際のセルフマネジメントシートはＰ○～Ｐ●を参照 

 
 
職場復帰した患者さんの体験談 

※本内容はあくまで個人の体験談であり、すべての患者さんが同様の経過をたどるとは限りません。 
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Cさん、26歳、男性 
リワークに参加して自分を変えられた。他参加者からの厳しくも温かいフィードバックで、自分を見直すこ

とができた。 

 
大学卒業後に大手企業の SE として入社した C さん。与えられた業務は同僚の誰より早く正確に処理さ
れ、業務面では同僚からは一目置かれていました。しかし、入社 1 年を過ぎた頃から、業務が滞ることが

多くなりました。残業時間も徐々に長くなり、毎日のように 0時を過ぎてからの帰宅が続いたころから、「眠
れない」「考えがまとまらない」ことを自覚し、クリニックを受診、抑うつ状態と診断されて休職となりま

した。 

自宅療養後、リワークデイケアに参加することとなったＣさん。参加当初から年齢に比して尊大な言動が

目立ち、他参加者からも距離を置かれるようになりました。 
Ｃさんの職場上司とリワークスタッフの 2 者間で面談を行い、上司の視点からＣさんのメンタル不調の

要因を訊ねると「仕事は出来る。ただ、部下・同僚だけではなく上司にまで暴言や尊大な態度で、周囲は距

離を置くようになり、結果的に孤立して仕事の相談もしなくなった。対人関係が要因です。このまま職場に

戻ってきても困る」と語気強く話されました。 

リワークデイケアでも繰り返されるパタンに、ある日、年配の参加者が厳しい指摘を与えながらも「あな

たが損をしてしまう。もっと上手に自分の気持ちを伝えられたらいいね」と暖かい声掛けがありました。落

涙しながら「感情が上手く表現出来ない、どうしたら良いか分からない」と自身の気持ちを吐露すると、他

の参加者からは励ましや労いの言葉が届けられました。 
以来、これまでのことを見つめ直し、行動練習にも積極的に取り組み、周囲から「変わってきたね」と言

われると、「自分でも実感することがある」とこれまで見せなかった笑顔で返答。 

復職後は、フォローアップのプログラムに参加し、時折「またやってしまった。どうしたら良いだろう」

と他参加者の助けを得ながら、就労を継続しています。 

 

 
Ｂさん、29歳、男性 
休職中に心がけたのはセルフチェック。常に自分の状態をチェックすることで変化を察知し対処を可能に。 

 
製造業で事業企画を担当していたＢさん。成果主義の社風で残業も多く、週末も仕事のことが頭から離れ

ませんでした。元来、物事を過剰にとらえてしまう性格。中途採用ということもあり人一倍頑張っていまし

た。体調の変化に気づいたのは、朝どうしても起きられなくなったこと。朝、会社に電話しようと思ったら

いつの間にか夕方に、そして気づいたら夜中。記憶が飛んでしまう日が何度も続き、身も心もクタクタに。

クリニックを受診し抑うつ状態と診断されました。 

 
再発・再休職予防には自分自身の変化を見逃さないこと 
産業医から復職の条件として提示されたリワークプログラムに参加しました。集団プログラムに参加して

いる時にアイデアが次々と浮かび話し続けていたところ、スタッフより気分の波について指摘を受けました。

主治医にリワークプログラムの様子について報告し、診断の結果として病名が双極性障害に替わり、薬も変

更になりました。思い返すと職場でも同じようなことがあったということに気づいたＢさん。スタッフにア

ドバイスしてもらいながらプログラムに参加するなかで回復してきた体調を維持し、再発・再休職を予防す

るためにＢさんが心がけたのが、セルフチェック。何かおかしなことはないか、気分の変化や手や声は震え

ていないかなど、常に自分自身を観察しセルフチェックすること。自分自身の変化に早く気がつけば、自分

で対処することが可能になります。現在の体調を維持するためにもセルフチェックは続け、仕事以外のこと
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にも目を向けてワークライフバランスを整えていきたいと抱負を語ってくれました。 

 
 
参考資料 

職場復帰時の回復度合いを評価するための指標として「職場復帰準備性評価シート」の一部を記載します。 

基本的な生活状況 

起床時間 
サポート状況 

家族との関係 

食生活リズム 主治医との関係 

戸外での活動 
職場との関係 

トラウマ感情 

症状 

精神症状 就業規則、約束の不順守 

身体症状 

作業能力、業務関連 

集中力 

熟眠感 業務への関心・理解 

睡眠時間 業務遂行能力 

昼間の眠気 
準備状況 

職場上司との接触 

興味・関心 業務への準備 

基本的社会性 

  

身だしなみ 

健康管理 

服薬へのコンプライアンス 

他人との交流 健康管理スタッフとの関係 

  再発防止への心構え 

秋山剛、職場復帰準備性評価シートの開発、厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業（リワークプロ

グラムを中心とするうつ病の早期発見から職場復帰に至る包括的治療法に関する研究）平成 20 年度総括分

担研究報告書：119-146、2009． 

 
◎セルフマネジメントとシート 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
◎うつ病リワーク研究会 正会員施設連絡先一覧 

  厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 
◎うつ病リワーク研究会 正会員施設連絡先一覧 
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双極性障害患者の運転技能に関する検討 

 

研究分担者 尾崎紀夫 名古屋大学大学院医学系研究科精神医学・親と子どもの心療学分野 教授

Ａ．研究目的 

双極性障害は、長期休務や就労生産性低下などを伴

いやすく、さらに厳罰化法制度や添付文書記載により

運転中止を求められ、一層社会復帰を難しくしている。

しかし、双極性障害患者の運転技能に関する検討はな

く、これまでにうつ病患者を対象に運転技能を検討し

た実績を踏まえ、本研究では、病状の安定した双極性

障害患者の運転技能を予備的に検討し、健常者との比

較を試みた。 

 

Ｂ．研究方法 

対象 

 運転免許を有し、運転歴のある双極性障害患者 30

名（42.7±10 才、男女比 23:7）と年齢と性をマッチ

させた健常者 31 名であり、精神科診断面接（SCID）

により精神疾患の有無を確認した。 

 

方法 

 運転業務を模した課題として、運転シミュレータを

用いて、追従走行課題（先行車との車間距離をどれだ

け維持できるか）、車線維持課題（横方向での揺れの

程度）、飛び出し課題（ブレーキ反応時間）の 3課題

を、十分な練習の上で施行した。また認知機能試験と

しては、Continuous Performance Test（CPT：持続的

注意）、Wisconsin Card Sorting Test （WCST：遂行

機能）、Trail Making Test（TMT：遂行機能、処理速

度、視覚的注意）の 3課題を行った。症状評価として、

ヤング躁病評価尺度（YMRS）、ハミルトンうつ病評価

尺度（HAMD）、ベック抑うつ質問票（BDI）、自記式社

会適応度評価尺度（SASS）、Stanford 眠気尺度（SSS）

を行い、その他、教育年数、運転歴、運転頻度、年間

走行距離、処方薬を確認した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は名古屋大学医学部生命倫理審査委員会に

て承認を受け、参加者には本研究に関して十分な説明

を行い、全員から書面による同意を得ている。 

 

Ｃ.研究結果 

 患者群の多くが寛解しており、処方内容は、気分安

定薬処方率 70％、ベンゾジアゼピン併用率 53％、抗

精神病薬併用率 57％、抗うつ薬併用率 33％、であっ

た。また、患者群は健常者群に比し、教育歴、運転頻

度、年間走行距離、SASS が有意に低く、BDI が有意に

高い結果であった。 

 運転課題においては、3 課題のいずれについても両

群で有意差はなかった。認知機能は、CPT（p=0.05）

と WCST のカテゴリー達成度（p=0.028）およびセット

の維持困難（p=0.016）が患者群で有意に低下してい

たが、その他の認知課題については、両群で統計学的

研究要旨：双極性障害は、長期休務や就労生産性低下などを伴いやすく、さらに厳罰化法制度や添付文書

記載により運転中止を求められ、一層社会復帰を難しくしている。しかし、双極性障害患者の運転技能

に関する検討はなく、これまでにうつ病患者を対象に運転技能を検討した実績を踏まえ、本研究では、

病状の安定した双極性障害患者の運転技能を予備的に検討し、健常者との比較を試みた。対象は、運転

歴のある双極性障害患者 30 名と、性と年齢をマッチさせた健常者 31 名であり、患者の多くは寛解して

いた。運転技能については、両群で統計学的有意に異ならなかったが、認知機能については、注意や遂

行機能が患者群で有意に低下していた。運転技能、認知機能、症状評価尺度、年間走行距離などに有意

な関連は認めず、処方薬と運転技能についても明確な関連は認めなかった。病状の安定した双極性障害

患者の運転技能は健常者に比し低下しておらず、処方薬の慢性投与が運転に与える影響は小さいことが

示唆された。本研究結果は、一律に規定されている、法律の厳罰化や添付文書記載は、議論の余地があ

ることを示している。 
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有意差は認めなかった。 

 患者群について、運転技能と背景情報、症状評価尺

度、認知機能の変数間において有意な関連は認めず、

処方薬と運転技能についても明確な関連は認めなか

った。 

 

Ｄ．考 察 

双極性障害患者の運転技能は、健常者に比して有意

な低下は確認されず、向精神薬の慢性投与は、運転技

能に強く影響しない可能性が示唆された。双極性障害

患者の運転技能についてはこれまで証左がなく、新し

い知見を提供した点で学術的意義が大きく、また、一

律に規定されている、法律の厳罰化や添付文書記載に、

議論の余地があることを示しており、今後の検討を行

う上での基礎資料を提供した点で、社会的行政的な意

義も大きいと考えられる。 

今後は、サンプルサイズの拡大と精神障害者全般で

の検討が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 予備的検討ながら、病状の安定した双極性障害患者

の運転技能は、健常者と比し低下していなかった。ま

た、処方薬と運転技能の関連も明確ではなく、患者の

運転適性については一律の規程ではなく、証左に基づ

いた検討が期待される。 
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障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 
精神障害者の就労移行を促進するための研究 

分担研究報告書 
 

 

「リワークプログラム利用者の復職後 1年間の就労継続性に関する大規模調査」 
 

        研究分担者 五十嵐 良雄 メディカルケア虎ノ門 
        研究協力者 大木 洋子  メディカルケア虎ノ門 
              林 俊秀   メディカルケア虎ノ門 

 

 

研究要旨 

 リワークプログラム利用者の復職後の就労継続性については、より一般化されたアウトカ
ム調査が必要である。そこで本研究は調査Ⅰとして、全国的な大規模調査により、リワーク
プログラム利用者の復職後 1年間の就労継続性を検討した。また調査Ⅱとして、リワークプ
ログラムの再休職予防の効果を、リワークプログラム利用者と非利用者の就労継続性を比較
することにより明らかにした。 

 調査Ⅰ、Ⅱいずれも対象者の診療録等の既存資料から後方視的に検討した。調査Ⅰでは、
85施設のリワークプログラム利用者 5014人について検討した。リワークプログラムからの
脱落率は 20.5％であり、利用者の復職 1年後の就労継続推定値は 83.2％であった。調査Ⅱで
は、リワークプログラム利用者と非利用者について、傾向スコアによりマッチングした 446

人の復職後の就労継続性を比較した。その結果、リワークプログラム利用者の就労継続性は
有意に良好であった(p=0.001)。Cox比例ハザードモデルによる多変量解析においても、非利
用の場合のハザード比は 2.343 (95%CI: 1.456-3.772)であり、リワークプログラムの再休職予
防効果が示唆された。 

 

 
 
 
A．研究目的 
 2015 年には、リワークプログラムを実施する医療機関が 200 施設を超え、質の担保とそ
のアウトカムの明確化が課題となっている。各施設で実施されるプログラムは、標準化され
たプログラムに基づき実施されるが、地域性等による利用者層の差異もあり、その内容は多
様化していると言える。 
 リワークプログラムのアウトカムについては、厚生労働省障害者対策総合研究事業におい
て、平成 23年度より継続して研究報告を行っている。その中で多施設研究も実施している
が、現在のリワークプロラム実施医療機関数を鑑みると、アウトカムの一般化可能性が課題
であると言える。そこでH27～28 年度の研究として、全国的な大規模調査を実施した。   
 調査は以下 2 点について実施した。調査Ⅰは、リワークプログラム利用者の復職状況お
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よび復職後 1 年間の就労継続性を明らかにすること、調査Ⅱはリワークプログラムの再休
職予防の効果を、リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続性を比較するこ
とにより明らかにすることを目的とした。 
 
B．研究方法 
調査Ⅰ、Ⅱ共に研究デザインはRetrospective Cohort Study であり、いずれも診療録等の
既存資料より検討を行った。本調査の実施にあたり、うつ病リワーク研究会倫理審査委員会
の承認(No.201501)を得た。情報の収集にあたっては、個人情報の取り扱いに十分配慮し実
施した。 
 研究期間は、H27～28年度であり、調査対象期間は、2007年 1月 1日～2015年12月31日
である。 
 なお、本研究における用語の定義は以下の通りである。「休職」は、職場に所属する者に
対し精神疾患を理由に主治医が診断書発行し実質的な形で一定期間連続して勤務を休んで
いる状態。「復職」は、正式復職またはリハビリ勤務を問わず、会社の指示により実質的な
形で勤務を開始した状態。「再休職」は、復職後に精神疾患を理由に主治医が診断書を発行
し一定期間連続して勤務を実質的に休んでいる状態とした。 
 
調査Ⅰ：リワークプログラム利用者の就労予後に関する大規模調査 
 対象施設は、リワークプログラム実施医療機関であり、うつ病リワーク研究会に2013年
までの正会員として登録された施設である。対象者の組入基準は、精神疾患による休職した
者のうち、2007年1月～2014年12月の8年の間の復職者である。また、組入期間の8年間に
休職と復職を複数回繰り返した者について生じた重複データは、対象者1人について1回の
みの登録とし、当該期間における最初の復職後データを採用し、その後に発生した再復職の
際のデータは使用しない。除外基準は、非就労者（失職者、学生、主婦等）、非正規雇用就
労者（パートタイム、アルバイト等）、主治医が他院の患者とした。 
 対象者の復職から1年間の就労状況について調査を行った。1年間の就労継続性について
は、Kaplan-Meier法による評価を行った。この際、起算日を基準復職日とし、イベントを
精神疾患による再休職、失職または自殺とした。ベースライン調査では、①基本属性（性別、
復職時年齢）、②休職状況（休職回数、今回の休職期間）、③疾病情報（ICD-10による主
診断、DSM-Ⅴによる双極Ⅱ型障害の可能性、発達障害の可能性の有無）、④就労情報（業
種、企業規模）、⑤リワークプログラム利用期間を調査した。 
 
調査Ⅱ：リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続状況の比較 
 対象施設は、リワークプログラム利用群は、うつ病リワーク研究会正会員施設、非利用群
は、企業の健康管理室である。対象者は、2007 年 1 月～2014 年 12 月の 8年の間の復職者
のうち、気分障害患者のみを対象とし、その就労継続性の比較検討を実施した。また、組入
期間の 8 年間に休職と復職を複数回繰り返した者について生じた重複データについての取
り扱いは、調査Ⅰと同様とした。 
 主要評価項目は、復職後の1年間の就労継続日数および再休職の有無である。ベースライ
ン調査では、①基本属性（性別、復職時年齢）、②休職状況（今回の休職期間）、③疾病情
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報（DSM-Ⅴによる双極Ⅱ型障害の可能性）、④就労情報（企業規模）を調査した。 
 リワークプログラム利用者と非利用者の就労継続性の比較検討に対する必要症例数は、先
行研究 1)データを参考に、1年後の就労継続率をリワークプログラム群 0.8、通常治療群 0.65
と仮定し、検出力 0.9、有意水準 0.05、割り付け比率 1:1 とした上で、380 人（190 人：190
人）とした。 
 リワークプログラム利用者と非利用者の間には、その特性に差異があることが考えられる。
リワークプログラムへの適用に伴う交絡を調整する目的により、リワークプログラムの有無
を従属変数、ベースライン調査の 5 項目を共変量とした、傾向スコア 2,3)によるマッチング
を実施し、両群の属性のバランスを合わせた上で、就労継続性の比較を実施する。解析は、
log-rank 検定を実施した。さらに、両群を一つの集団にした上で、多変量 Cox 比例ハザー
トモデルにより再休職要因の検討を実施した。 
 
C．結果 
調査Ⅰ：リワークプログラム利用者の就労予後に関する大規模調査 
 うつ病リワーク研究会に 2013 年までの正会員として登録された 157 施設のうち、31 都
道府県 85 施設（54.1％）より協力を得た。各施設の運営実態については、リワークプログ
ラムの標準化プログラム 4)を構成する各プログラムのうち、個人プログラムは 97.6%、特定
の心理プログラムは 97.6%、教育プログラムは 83.1%、集団プログラムは 95.2%、その他
のプログラムは 90.4%の施設で実施されていた。上記 5 つのすべてのプログラムを実施し
ている施設は 71.8%であった。また、1 週間のプログラムの実施時間は、平均 27.2 時間
(SD8.9)であり、最頻値は 30 時間であったことから、精神科デイ・ケア（6 時間）を週 5
日の実施が概ねの平均的運営実態であると思われた。 
 リワークプログラムからの脱落については、各施設の 2014 年の新規利用新規利用登録者
者より検討した。2014 年の新規利用登録者は 2936 人であり、1施設平均は 34.5 人(SD27.0)
であった。このうち、開始時点において非就労または非正規雇用のものは 11.3%であった。
プログラムからの脱落率は 20.5%であり、また 1 年を超えて利用を継続していしていた利
用者は 5.3%であった。脱落理由は、利用者自らの意思や都合で来所しなくなり、転院や行
方不明となったケースは 52%、病状の悪化により中止となったケースは 21%、迷惑行為な
どによる中止となったケースは 1%、途中で自己都合・会社都合を問わず退職や失職し中止
となったケースは 26%であった。 
 復職後 1年間の就労継続については、5014 人が対象となった。対象者の属性を表 1に示
す。性別は男性が 79.2%と大半を占め、全体の平均年齢は 39.5 歳(SD8.7)であった。休職
回数は平均 1.8 回(SD1.2)であり、本調査における休職の期間は平均 402.1 日(SD298.8)で
あり、そのうちリワークプログラムを利用した期間は平均 186.7 日(SD149.0)であった。診
断は ICD-10 による気分障害圏の利用者が 84.5%であり、全体においてDSM-Ⅳによる双極
Ⅱ型の可能性のある者は 33.6%、発達障害の可能性のある者は 22.2%であった。業種に大
きな偏りは見られなかったが、1000 人以上の企業規模の企業の就労者が 63.5%であった。 
 復職後の 1 年間の就労継続状況は、762 人が再休職や失職または自殺に至っており、
Kaplen-Meier 法による復職後 1年後の就労継続推定値は 83.2%であった（図 1）。 
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調査Ⅱ：リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続状況の比較 
 リワークプログラム利用者 4237 人、非利用者非利用者 259 人に対し、傾向スコアによる
マッチングを実施し、446 人を抽出した（表 2）。その 446 人について復職後 1 年間の就労
継続状況を Log-rank 検定により検討した結果、リワークプログラム利用者は非利用者と比
較して有意に良好であった (p=0.001)（図２）。また、両群を一つの集団にまとめ、全体に
対し多変量 Cox 比例ハザードモデルにより再休職要因の検討を実施した。その結果、リワ
ークプログラムの利用状況と診断が有意な再休職要因であった。リワークプログラム非利用
者のハザード比は 2.343 (95%CI: 1.456-3.772)、双極性障害のハザード比は 1.714 (95%CI: 

1.100-2.673)であった。 

 
D．考察 
調査Ⅰ：リワークプログラム利用者の就労予後に関する大規模調査 
 本調査はリワークプログラムの利用の実態を初めて大規模に実施した。その結果、精神科
デイ・ケア（6時間）を週 5日の実施が概ねの平均的運営実態であると思われた。また多く
の医療機関が標準化プログラムに沿ったプログラムを実施していることが示唆された。ただ
し、5つの標準化プログラムのそれぞれの配分や詳細な実施内容については、さらに調査を
進める必要があると思われた。また脱落率については、各医療機関のリワークプログラムの
開始の基準やプログラム内容、さらに利用者の臨床症状の差異を検討した上で、脱落要因を
解明する必要があると思われた。 
 復職後の 1年間の就労継続状況は、762 人が再休職や失職または自殺に至っていた。復職
後少なくとも１年間、復職者の経過を慎重に観察し、必要な支援を行う必要が示されたと考
えられる。 
 
調査Ⅱ：リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続状況の比較 
 リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続状況の比較により、リワークプ
ログラム利用者の再休職予防効果が示唆された。本調査は無作為化比較試験ではないため、
両群の属性を傾向スコアによるマッチングにより調整した。しかし、本調査で収集可能であ
った調査項目は 5 項目と少なく、特に復職時の臨床症状の評価を検討することができなか
った。すべての対象者が主治医や事業場より復職可能の評価や判断に基づき復職に至ってい
ることを前提としたものではあるが、復職の基準は対象者の就労条件などにより大きく異な
ることが考えられる。復職時の臨床症状や社会機能の評価、そしてさらに再休職要因と考え
られる情報を加えた上で効果の検討をすることを今後の課題としたい。 
 
E．結論 
調査Ⅰ：リワークプログラム利用者の就労予後に関する大規模調査 
 復職後少なくとも１年間、復職者の経過を慎重に観察し、支援を行う必要性が示された。 
 
調査Ⅱ：リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続状況の比較 
 リワークプログラム利用者と非利用者の復職後の就労継続状況の比較により、リワークプ
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ログラム利用者の再休職予防効果が示された。 
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要旨： リワークプログラムを利用した気分障害による長期休職者を対象に、復職後の労働

生産性について調査した。調査は復職後 1年間であり、リワークプログラム終了時、復職 1、

6、12ヶ月後の計 4回にわたり、郵送による自記式質問紙調査を実施した。26医療機関よ

り 193人の対象者の同意を得て調査を実施した。平成 28年度末現在、180人のフォローア

ップが終了した。復職時点において、臨床的症状は見られない程度に症状は回復しており、

復職後 1年を通してその症状は安定していた。また、労働生産性の損失については、欠勤

等により発生する労働生産性の損失である absenteeism、そして就労下において発生する

罹病による労働生産性の損失である presenteeismについて検討した。その結果、1年間の

追跡調査を通して有意な改善が見られていた。臨床的症状と労働生産性の回復には時間の

ズレが見られ、労働生産性の回復は復職後よりゆるやかに改善することが示唆された。 

A．研究目的 

 疾病費用研究においては、医療費など直

接的に発生する費用より、労働生産性の損

失など、間接的に発生する損失の方が概し

て大きく、なかでもうつ病は他疾患に比べ

てその傾向が高いことが知られている 1)。

本邦における調査でも同様の結果であり、

うつ病では、労働生産性の損失により発生

する費用が大部分を占めている 2)。 

初年度の研究である平成 26 年度は、大う

つ病性障害による長期休職者 50 人を対象

とし、復職後 1 年間に再休職・失職するこ

とにより生じた社会的コストについて、社

会的立場から推計した。 

罹病による労働生産性の損失は、欠勤等

により発生する absenteeism と、就業して

いるものの作業能率の低下等により発生す

る presenteeism の 2 つに大別されるが、後

者の方が相対的に大きいことが知られてい

る 1),3)。従って、うつ病における医療経済

評価研究においては、この点に留意する必

要があり、初年度の研究における課題とな

った。またこれまでの本邦の調査では、実

際の患者を対象にして、presenteeism と

absenteeism の両方を直接個別に調査した

ものはなく推計に留まっていた。 

そこで、第 2、第３年度の平成 27、28 年

度は、これらの課題をふまえ、リワークプ

ログラムを利用した、気分障害による長期

休職者を対象に、復職後の労働生産性の経

時的変化を明らかにすることを目的として

調査を実施した。 

 

B．研究方法 

1) 対象 

 16 都道府県 26 の医療機関にて調査を実

施した。対象者の組入基準は、①気分障害、

②今回の復職にあたっての休職期間が 10

ヶ月以上であり、リワークプログラムを利

用した者、③20歳以上、の全てに該当する

長期休職者とした。 

 

2) 調査方法と調査項目 

 調査は、復職時のベースライン調査、復

職1、6、12ヶ月後の復職後調査の計4回実施

した。労働生産性および就労状況や治療状

況などに関する自記式質問紙調査票を郵送

により送付回収した。 

 主要評価は、HPQ 4),5)(WHO Health and Work 

Performance Questionnaire short form 日

本語版)により、出勤しているものの健康上

の問題による労働生産性の低下を意味する

presenteeism、欠勤等により発生する労働

生産性の低下である absenteeism とした。

また副次的評価として、CES-D6)(center for 

epidemilogic studies depression scale)

によるうつ病自己評価尺度、BSDS7)（Bipolar 

Spectrum Diagnostic Scale）による双極性
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障害のスクリーニング、EQ5-D8)による QOL

評価を実施した。 

 対象者の性別、年齢、婚姻状況、教育歴

等の基本属性をはじめ、休職歴や試し出勤

状況等の復職時状況、勤続年数、業種、職

種、職階、企業規模、産業医体制、転職経

験等の就労環境、診断名、リワークプログ

ラム利用状況、治療期間、受診間隔、保健

種類、医療費、自立支援医療利用状況、服

薬内容、リワークプログラムに対する満足

度(CSQ-89))などの治療関連状況の情報も併

せて調査した。 

 本研究における「復職日」とは、事業場

の辞令に相当するものの発令による正式な

復職日とした。試し出勤等の制度を利用し

た場合は、その後の復職日を正式な復職日

とした。 

  

3)研究期間 

 本研究は、平成 26〜28 年度の 3 年間に

わたり実施した。組入は、平成 26年 10月

より開始し、すべての対象者の追跡期間終

了まで実施した。 

 

4)解析方法 

 復職後の労働生産性の回復の検討として、

HPQ の評価方法に従い、absenteeism と

presenteeism のそれぞれの絶対値の復職後

の経時的変化を Friedman test により検討

した。医療費については、平成 28 年度改訂

診療報酬の基準により、再診料、通院在宅

精神療法、薬剤料、調剤処方料を個別に算

定し、それを実際の通院頻度に合わせ、1

ヶ月分に計算した。 

 

5)倫理的配慮 

 うつ病リワーク研究会倫理委員会による

審査承認を得て実施した。対象施設のスタ

ッフによる口頭および文書による説明のの

ち、文書による同意を得て実施した。 

 

C．結果 

1) 組入・追跡状況 

 組入期間は平成 26 年 10 月より平成 28

年 3月までであり、26医療機関より 214人

の対象者の同意を得て組み入れた。そのう

ち、本人からの調査中止の申出 2 人、追跡

不能となった 19 人を除く 193 人が対象と

なった。平成 28年度末現在、180人のフォ

ローアップが終了した。 

 

2) 対象者の属性 

 対象者の基本属性を表 1 に示す。人口統

計学的特徴としては、年齢は平均 41.2 歳

(SD7.9)であり、男性が多く(80.8%)が多か

った。臨床的特徴としては、本研究の対象

疾患は気分障害としたが、その内訳は

ICD-10 によるうつ病エピソード(46.1%)と

双極性感情障害(42.0%)が大半を占めてい

た。また治療歴や休職歴が長い傾向が見ら

れた。就労関連の特徴としては、事務職

(32.1%)や専門的技術職(33.2%)が多く、職

階は一般職が大半を占めていた(80.3%)。ま

た多くは大企業の従業員であり、リハビリ

出勤制度を利用し復職した者が約半数みら

れた(51.8%)。対象者の経済的特徴としては、

すべてが健康保険を利用し治療を受けてお

り、その上で窓口負担割合が通常の 3 割か

ら 1割となる自立支援医療制度（通院精神）

を利用するものが殆どであった(95.3%)。リ

ワークプログラム関連の特徴としては、平

均で291.2(SD150.7)日間プログラムを利用

していた。 

 

3) 復職後 1年間の経時的変化 

 平成 28 年度末現在までに調査が終了し

た対象者について、復職後の就労に関する

経時的変化を検討した。復職直後は、就労

制限や軽減勤務が大半を占めていたが、6

ヶ月後以降は、通常勤務が多くを占めるよ
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うになっていた（図 1）。 治療状況は、向

精神薬の薬剤数や 1 ヶ月分の保険医療費に

ついては、ゆるやかな減剤、減額の傾向が

みられた。 

 復職後の臨床的症状の変化は、CES-Dお

よび BSDSにより検討したが、いずれも有

意な変化は見られなかった（図 3、4）。1

年間の労働生産性の経時的変化について、

HPQにより算出した各時点の直近4週間の

状況を図 5、6に示す。それぞれの絶対値を

Friedman test によって検討した結果、

absenteeism(p=0.002),presenteeism(p<0.

000)であり、いずれも有意に改善の傾向が

見られた。 

 

D．考察 

1)就労状況 

 就労状況については、復職直後は軽減勤

務や就労制限が大半であったが、6 ヶ月以

降は、通常勤務が半数以上となっていた。

しかし、6,12 ヶ月後においても、軽減勤務

や就労制限は一定の割合で見られ、多くの

事業場で復職後 1 年にわたって復職者への

配慮を継続して実施している実態が明らか

になった。 

 

2)臨床的症状の経時的変化 

 抑うつ症状や双極性障害の症状について

は、いずれも復職 1 ヶ月後時点にカットオ

フ値（CSD-D:16 点、BSDS:11 点）を下回っ

ており、臨床的症状は、その後 1 年を通し

て安定していたと言える。 

 

3)労働生産性の経時的変化 

 absenteeism および presenteeism のいず

れにおいても、有意な改善の傾向が見られ

た。Adler ら 10)が実施した 18ヶ月にわたる

追跡調査では、臨床的症状の回復が見られ

たものの、業務遂行能力は調査期間を通し

て悪い状態のままであり、うつ病の症状の

改善が労務遂行能力の改善を必ずしも意味

しない、すなわち臨床的症状の回復と業務

遂行能力の回復には、時間のずれがあるこ

とが示唆されていた。これに対して、本研

究では、臨床的症状と労働生産性の回復に

はズレが見られたが、労働生産性において

は、復職後 1 年間で absenteeism と

presenteeism の双方に有意な改善が見られ

た。 

 

Ｅ．今後の課題 

 初 年 度 で あ る 平 成 26 年 度 は 、

absenteeism に着目し、リワークプログラ

ム利用者と非利用者の復職後の再休職・失

職により生じた社会的コストの推計を行っ

た。第２、３年度の平成 27－28 年度は、こ

れまで本邦で実際の患者への調査による把

握が十分行われていなかった presenteeism

に着目し、調査を実施した。但し、本調査

は、リワークプログラム利用者のみを対象

としたものであり、非利用者との比較は行

っていない。本研究においては、労働生産

性は臨床的症状の回復の程度と時間的にズ

レがあり、復職後にゆるやかに改善するこ

とが示唆された。この労働生産性の改善に

関わる関連要因を検討すると同時に、リワ

ークプログラムの復職後の労働生産性改善

に与える影響を医療経済的視点から検討す

ることを今後の課題としたい。 
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(n=193)

n %
性別 男性 156 80.8
年齢 歳 (mean,SD) 41.2 7.9
婚姻 既婚 118 61.1

非婚 75 38.9
同居者人数（自分を含め） 人 (mean,SD) 2.9 1.3
教育歴 年 (mean,SD) 15.6 1.7
診断(ICD-10) F31 双極性感情障害 81 42.0

F32 うつ病エピソード 89 46.1
F33 反復性うつ病性障害 20 10.4
F34 持続性気分[感情]障害 3 1.6

治療期間 月 (mean,SD) 68.9 57.2
休職回数 回 (mean,SD) 2.0 1.3
今回の休職期間 日 (mean,SD) 581.5 260.1
総休職期間 月 (mean,SD) 25.2 15.1
業種 製造業 54 28.0

公務員 41 21.2
情報・通信業 34 17.6
金融・保険業 18 9.3
運輸業 8 4.1
教育業 7 3.6
その他 31 16.1

職種 事務職 62 32.1
システムエンジニア 22 11.4
営業・販売職 22 11.4
専門的技術職 64 33.2
その他 23 11.9

職階 一般職 155 80.3
管理職 33 17.1
その他 5 2.6

企業規模 50人未満 12 6.2
50̃1000人 60 31.1
1001̃3000人 28 14.5
3001人以上 93 48.2

リハビリ出勤制度 あり・利用した 100 51.8
あり・利用しなかった 5 2.6
なし・分からない 88 45.6

リハビリ出勤期間 (n=100) 日 (mean,SD) 47.5 36.8
産業医 精神科医がいる 84 43.5

内科医等のみ 83 43.0
いない・不明 26 13.5

勤続年数 年 (mean,SD) 17.2 8.6
転職歴 あり 53 27.5

なし 140 72.5
傷病手当金 受給 140 72.5

非受給 53 27.5
傷病手当金受給期間 (n=140) 月 (mean,SD) 14.5 6.3
保健種類 健康保険 193 100.0

労災保険 0 0.0
自費 0 0.0

自立支援医療制度 利用 184 95.3
非利用 9 4.7

自立支援医療制度上限額 0円 4 2.2
(n=184) 2500円 14 7.6

5000円 27 14.7
10000円 116 63.0
20000円 23 12.5

リワークプログラム期間 日 (mean,SD) 291.2 150.7
リワークプログラム利用実日数 日 (mean,SD) 146.8 90.0
主治医 自院主治医 143 74.1

他院主治医 50 25.9
満足度 (CSQ-8Jスコア) 点 (mean,SD) 28.0 3.3

　　表1　対象者の基本属性
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9
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復職1ヶ月後
(n=193)

復職6ヶ月後
(n=193)

復職12ヶ月後
(n=179)

再休職・失職

軽減勤務

就労制限

通常勤務

図 1 復職後の就労状況 

復職1ヶ月
後

(n=193)

復職6ヶ月
後

(n=193)

復職12ヶ
月後

(n=177)

向精神薬
薬剤数平均

2.97 2.89 2.79

1ヶ月分
保険医療費
平均

¥19,758.2 ¥16,947.7 ¥16,884.4

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

¥0.0

¥5,000.0

¥10,000.0

¥15,000.0

¥20,000.0

図 2 復職後の通院治療状況 
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P=0.141

図3 CES-D 復職後の経時的推移

P=0.282

復職
1ヶ月後

median 5.0

復職
6ヶ月後

median 5.0

復職
12ヶ月後

median 4.5

図4 BSDS 復職後の経時的推移
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図5 absenteeism 復職後の経時的推移
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図6 presenteism 復職後の経時的推移
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障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 
精神障害者の就労移行を促進するための研究 

分担研究報告書 
 

     リワークマニュアルを用いた気分障害患者の復職に対する有効性の研究 

 

研究分担者 堀  輝   産業医科大学精神医学教室 講師 

 酒井 佳永  跡見学園女子大学文学部臨床心理学科 准教授 

 

研究要旨 

気分障害による休業者は増加している（Okuma and Higuchi 2011）が、休業から復職した後に、再

休職に至る症例が多いことも複数報告されている（堀ら 2013; Endo et al., 2013; Sado et al., 

2014）。しかし、休職から復職後の最初の１年に最も頻繁に再発や再休職に至る（堀ら 2013; Endo et 

al., 2013）。現在リワーク活動が全国で盛んにされているが、そのためにはある程度の人員や期間

等を要するために、多くの勤労者を対応するとはいいがたい。本研究ではリワークマニュアルを用

いて、休職中の気分障害患者の復職に対する有効性の検討を無作為化比較試験を用いて行った。30

例が対象となり、介入群（N=15）、非介入群（N=10）例をフォローアップした。 

 

 

Ａ．研究目的 

 気分障害による休業者は増加している（Hensing et al., 2006; Knudesen et al., 2013; Okuma and 

Higuchi 2011; Roelen et al., 2010）。また最近の研究では、精神疾患による休業から復職した後

に、再度休職する人が少ないくないことも報告されている（Endo et al., 2013; Koopmans et al., 

2011; Sado et al., 2014; Virtanen et al., 2011; 堀ら 2013）。精神疾患による休職からの復職

後、復職後の最初の 1年にもっとも頻繁に再発が起こることが報告されており（Endo et al., 2013; 

Koopmans et al., 2011）、復職前後の時期に適切な指導を行うことが重要だと考えられる。しかし、

一般の精神科外来では、復職の指導を適切に行うことが困難であると感じている医師が多いことが

報告されている（五十嵐 2009）。 

 そこで、復職の準備段階から通常勤務が可能となるまでの期間に、医療機関の治療スタッフ及び

患者本人が利用するリワークマニュアルを作成した。本研究では、リワークマニュアルに基づいた

指導が、気分障害からの復職を目指す休職者の機能の改善、復職にいたるまでの期間短縮、および復職

後の再発予防にもたらす効果を検証する。 

 

Ｂ．研究方法 

産業医科大学病院神経・精神科及びメンタルヘルスセンター、NTT 東日本関東病院精神・神経科 

 

選択基準 

・気分障害により休職中である。 

・リワークチェックリストの項目１～９の平均が 1.5 を超えている。 

・職場の定める休職満了退職となる日までの期間が 6ヶ月以上 
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・復職の希望を表明している 

介入内容 

介入群：主治医による通常治療に加え、主治医とは異なる治療スタッフがリワークマニュアルに基づいた指

導を行う。リワークマニュアルは復職の手順を 11 のステップにわけ、患者の状態に応じて進行していく。ステ

ップによっては、配布資料を用いる、同居者や職場への働きかけを行うという内容も含む。 

対照群：主治医による通常治療を行う。 

 

対象者の割り付け 

公正な第三者（川上憲人：東京大学大学院医学系研究科 教授）がコントローラーとなり、対象者を無作為

に割り付ける。 

【評価】 

評価項目および評価実施時期 

 

SASS：Social Adaptation self-evaluation scale 

HAM-D：Hamilton depression rating scale 

BDI-II：Beck depression index-II 

PDDS: Perceived Discrimination Devaluation Scale 

 

有効性の評価 

（１） 主要アウトカム 

① 介入開始から 3ヶ月/6ヶ月後までの SASSおよび復職準備性評価尺度の変化 

② 介入開始から復職までの期間 

③ 復職後の就労継続 

（２） 副次的アウトカム 

① 介入開始から 3ヶ月/６ヶ月後までの精神症状の変化 

 

統計解析（主要アウトカム） 

① 介入群と対照群間で介入開始から３ヶ月/６ヶ月後の SASS/復職準備性の変化を比較する 

② 介入群と対照群の休職開始から復職までの期間を比較 

③ 介入群と対照群における復職後の就労継続期間を生存分析で比較する 

 

（研究参加者の内訳） 
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本研究は、産業医科大学倫理委員会の承認を受けており、対象者からは口頭および書面にて同意を

得た。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）対象患者の特徴 

今回エントリーした対象者は介入群、対照群ともにベースラインに差異は認めなかった。 

 

（２）介入開始前の評価 

 介入開始前の、復職準備性、抑うつ症状、SASS 得点に両群の差異は認めなかった。 

 

（３）３ヶ月・６ヶ月における両群の変化 

 介入開始、３ヶ月、６ヶ月時点で両群間の変化の差異は認めなかった。 
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（SASS 得点の推移） 

 

 

（復職準備性の推移） 

 

（ハミルトンのうつ病評価尺度の推移） 

 
（BDI の推移） 
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（６）休職開始から復職までの日数 

 

 
Ｄ．考察 

  

本研究結果を総括すると、リワークマニュアルを利用して復職指導を行った群と通常治療群の間

に、３カ月後/６ヶ月後の社会機能、復職準備性、抑うつ症状の変化に有意な差は認めなかった。ま

た介入群と対照群の総休職期間にも有意差が見られなかった。リワークマニュアル群において、抑

うつ症状の改善が大きい可能性があった。 

 これらの研究結果について考察すると、まず第一に症例数が少ないことが影響していることが考

えられる。予定症例数よりも少ない症例における解析が影響していると思われる。また復職継続評

価期間が短いことが影響している可能性もある。これまでの報告でも比較的長い評価期間を持った

研究でリワーク介入効果がでやすいことが報告されており今後の追跡を行うことで変わってくる可

能性もある。さらに、本研究対象者は多くの症例を産業医科大学病院に通院中の患者が対象となっ

ている。このことは、産業精神保健に精通した精神科医が担当していたことから、リワークマニュ

アルの効果を出しにくかった可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

 今回の少数のリワークマニュアルの効果研究では、復職継続率、復職までの期間、復職準備性、

社会適応度にマニュアル使用群と非使用群で差異は認めなかった。マニュアルを使用することで抑

うつ症状の改善が大きい可能性がある。 

今後は、症例数を増やすこと、対象施設の枠組みの再考が必要と考えられた。 
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Ｆ．健康危機情報  なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

Ｈ．知的財産権の出版・登録状況 

１．特許取得   なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他    なし 
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平成28年度厚生労働科学研究費補助金 

（障害者政策総合研究事業 精神障害分野） 

精神障害者の就労移行を促進するための研究（H26― 精神― 一般― 002） 

（分担研究報告書） 

 

就労支援に取り組む精神科医療機関および就労移行支援事業所における就労支援プログラム 

新規利用者のナチュラルコース・コホート研究：追跡結果 

研究分担者：〇山口創生1) 

研究協力者：水野雅之1)，佐藤さやか1)，堀尾奈都記1)，下平美智代2)，伊藤順一郎2)，藤井千代1) 

16) 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 社会復帰研究部 

17) メンタルヘルス診療所しっぽふぁーれ 

 

研究要旨 

目的：本研究は、援助付き雇用型サービスを提供する機関における統合失調症の利用者を対象として、

1) 就労アウトカムと臨床アウトカムの効果、2) 就労アウトカムに影響する個人要因、3) サービス提供

内容とサービス提供量を検証することを目的とした。 

方法：援助付き雇用型サービスを行う就労支援機関における新規の統合失調症の利用者を対象に、12

ヵ月の前向き調査を行った。各機関が提供する援助付き雇用型サービスの質を評価するために、日本版

個別援助付き雇用フィデリティ調査を実施した。アウトカム調査は、就労アウトカムや機能（Global 

Assessment of Functioning: GAFと Life Assessment Scale for the Mentally Ill: LASMI）、就労への動機付け

（MOCES）、生活の質（SF-8）、心理的ウェルビーイング（WPS）、利用者からみたスタッフのストレング

ス志向性を包含した。また、プロセス調査として、サービスコード票を用いて、支援の内容とその量（時

間）をモニタリングした。対象者のエントリー期間は、2014年 12月 1日から 2015年 11月 30日まで

であった。 

結果：12ヵ月間の追跡において、研究対象者 51名のうち 26名が就労を経験し、平均就労期間は 104.8

日 (SD = 127.7)であり、就労者のみの平均就労期間は 205.6日 (SD = 105.1)であった。臨床アウトカムは、

ベースライン時と比較し、追跡調査時では GAF（F = 9.39, p < 0.001）や LASMI（F = 5.28, p = 0.008）の得

点は向上したが、心理的ウェルビーイングの得点は一時的に下がっていた（F = 3.85, p = 0.027）。12ヵ月

間における一人当りの 1対 1換算のサービス提供時間は 118時間（SD = 128）であった。そのうち、75%

は事業所内でのサービスであり、22%は事業所外でのサービスであった。また、集団プログラムと個別

支援は約 50%ずつであった。サービス提供量は 3ヵ月目にピークに達し、7ヵ月目から減少に転じ、そ

の後 8,9ヵ月目に一度微増、12ヵ月目に向けて再び減少していた。 

結論：援助付き雇用型サービスは利用者に多くの就労機会や長い就労期間、機能の改善をもたらす可能

性がある。一方で、日本の文化では就労が利用者の主観的な生活の質やウェルビーイングの向上に必ず

しも結びつかない可能性があり、今後の課題となった。プロセスデータの解析から、本調査のように就

労アウトカムに関する高い効果をもたらすサービスには事業所外でのサービスが含まれることを明ら

かにしたが、集中的なサービスは 9ヵ月目までに提供されていた。 

 

A. 研究の背景と目的 精神障害者支援において、就労はリカバリーに



102 
 

関係する主要なアウトカムの一つである 1)。欧米

における先行研究では、精神障害者の就労支援は、

職業リハビリテーションと精神保健との統合モデ

ルが効果的であるという知見が示されている 2)。

その統合モデルのなかでも、Individual placement 

and support（IPS）モデルは、雇用率の高さと就労

継続についての顕著なエビデンスが蓄積されてい

る 3)。IPSモデルの特徴は、メンタルヘルスの専門

家であるケースマネージャーと就労支援員がチー

ムとなり、利用者に対して事業所内支援だけでは

なく、積極的にアウトリーチを行い、就職活動中

から就労後の継続支援まで一貫したサービスを提

供することにある 4)。 

我が国においても、無作為化比較試験

（randomised controlled trial: RCT）の結果、IPSモデ

ルに準ずる援助付き雇用型サービスは、従来型就

労支援よりも高い就労率をもたらすことが明らか

になっており 5)、費用対効果の側面でも優位性が

あることが示されている 6)。 

また、IPSモデルを基にした日本版個別型援助付

き雇用フィデリティ尺度の開発も進んでいる 7)。

臨床場面においても、IPSの概念は徐々に広がりを

みせ、国内でも援助付き雇用型サービスを提供す

る就労移行支援事業所や精神科デイケア、精神科

訪問看護ステーション、 Assertive community 

treatment（ACT）チームなどが存在する 8)。他方、

援助付き雇用型サービスのように国内で効果が実

証された有用な支援の普及の壁として、現在の制

度との解離が指摘されている 5)。今後、援助付き

雇用型サービスなどの有効なサービスの社会実装

や普及には、診療報酬制度や障害者総合支援法に

おける報酬対価の改正など、制度的な裏付けが不

可欠である。現在まで、日本における IPS や援助

付き雇用型サービスに関する研究は、フィデリテ

ィ調査などが中心であったが、行政的な課題に対

応するためには、援助付き雇用型サービスのなか

で、実際のサービスのあり方や対象者像を検証す

る必要がある。そこで、本研究では、重い精神障

害（本研究では統合失調症）を抱える者を対象と

して、複数の尺度やツールを用い、複合的なアウ

トカムやサービス提供量、コストを測定し、効果

的なサービスを模索することを目的とする。より

具体的な目的は、下記に要約される； 

 

・統合失調症を持つ利用者における援助付き雇用

型サービスの就労アウトカムおよび臨床アウ

トカムの効果を検証すること 

・援助付き雇用型サービスにおける就労や就労期

間に影響する個人要因を検証すること 

・援助付き雇用型サービスにおける就労支援員と

ケースマネージャーのサービス提供量とサー

ビス内容を検証すること 

 

B. 研究方法 

1. 研究デザイン 

本研究の基本デザインは、ナチュラルコース・

コホート研究であった。 

 

2. 研究参加機関と対象者 

本研究は、精神障害者に対する就労サービス（保

護/福祉的就労ではなく、利用者の一般企業での就

職を目指す）を提供する機関のうち、IPSや援助付

き雇用型サービスを提供する機関あるいは志向す

る機関を対象とした。具体的には、これまでに日

本版個別型援助付き雇用フィデリティ調査を受け

たことがある機関に研究協力の依頼をした。これ

らのうち、本研究への参加に承諾を得た機関を対

象とした。 

対象者のリクルートには以下の1)〜4)の導入基

準を定めた；1) ICD-10のF2（統合失調症圏）の診

断がある者、2) 年齢20歳以上60歳未満の者、3) 研

究協力機関の就労支援を新規で受ける利用者、4) 

書面での同意を得られる者。これら4つの基準を全

て満たす者を本研究の対象者とした。本研究は、

効果測定研究ではないため、サンプルサイズの計

算は行わなかった。各機関から2名から5名程度を

エントリーし、合計50名を分析対象とすることを

目標とした。 
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3. 手順 

2014年 12月 1日から 2015年 11月 30日までの

間に、各研究参加機関の担当スタッフが導入基準

に合う者全てに口頭および文章にて、調査の目的

や内容、拒否する権利、拒否による不利益は生じ

ないことなどを説明した。調査への参加に承諾し

た対象者からは、文書による同意書を得た。本研

究は、国立精神神経・医療研究センターの倫理審

査委員会にて審査を受け承認を得ている（No. 

A2014-078）。 

文書による同意を得た対象者には、ベースライ

ン調査の協力を依頼した。ベースライン調査の後、

対象者は各機関の就労支援を受け始め、支援開始

から 6ヵ月後と 12ヵ月後に追跡調査を実施した。 

 

4. アウトカム 

本研究は、包括的なアウトカム指標を用いた。

研究参加機関には、調査や尺度等の説明を含めた

研修を実施した。以下に紹介する尺度に関して、

観察評価が必要な尺度等は、研修に参加した各機

関の研究協力者により評価された。 

 

1) 就労アウトカム 

本研究では、就労アウトカムとして、12ヵ月間

の就労の有無、就労期間に関する情報を収集した。

さらに最初の就労までの期間を計算した。本研究

の就労は、就労継続 A型および B型や職場実習を

除く、最低賃金が支払われる職場にて、1 日以上

働くことを指す。 

 

2) Global Assessment of Functioning (GAF)  

GAF は国際的に広く精神科領域で用いられてい

る観察評価尺度で、患者の社会機能と精神症状の

双方の観点から対象者の全般的機能を評価する 9)。 

 

3) Life Assessment Scale for the Mentally Ill (LASMI) 

LASMI は社会的機能を測定する尺度である。利

用者のことをよく知るサービス提供者により評価

される観察評価尺度である。「日常生活」（12項目）、

「対人関係」（13項目）、「労働または課題の遂行」

（10項目）、「持続性・安定性」（2項目）、「自己認

識」（3項目）構成され、各項目は 4段階で評定さ

れる 10)。点数が高いほど機能が低いと判定される。 

 

4) Motivation for competitive employment scale for 

persons with severe mental illness (MOCES) 

MOCES は、Horio によって開発中の精神障害者

における競争的雇用に関するモチベーションを測

定する尺度である 11)。4 件法で本人が回答する自

記式尺度である。本尺度の項目例として、「仕事を

することは楽しいと思うから」、「仕事をすること

で、他の人と話す時間を増やしたい」、「経済的に

自立した生活を送りたい」などがある。また、就

職したい気持ちの強さは、「強くない」「あまり強

くない」「やや強い」「強い」の中から該当するも

のを選択するようになっている。 

 

5) Medical Outcome Study 8-Item Short-Form Health 

Survey (SF-8) 

SF-8は健康関連の生活の質（quality of life: QOL）

を測定する尺度であり、「全般的にみて、過去 1ヵ

月間のあなたの健康状態はいかがでしたか」「過去

1ヵ月間に、体の痛みはどのくらいありましたか」

などの 8 項目の自記式評価尺度で、5 段階で評定

される。点数が高いほど、QOL が高いと判断され

る 12)。 

 

6) 心理的ウェルビーイング尺度：短縮版（PWS） 

心理的ウェルビーイング尺度は、Ryffと Keysに

よって開発され 13)、西田により日本語版とその短

縮版が作成されている。この短縮版は 6 つの下位

尺度からなる 30項目の自記式尺度であり、各項目

は 5段階で評定される 14,15)。 

下位尺度はそれぞれ 5項目で構成され、「人格的

成長」、「人生における目的」、「自律性」、「自己受

容」、「環境制御力」、「積極的な他者関係」の 6 つ

である。点数が高いほど心理的ウェルビーイング
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が高いとみなされる。 

 

7) ストレングス志向性尺度：利用評価版（SS-User） 

ストレングス志向性尺度は、利用者がスタッフ

の態度を評価する尺度で、10項目 4段階評定であ

る。項目例は、「スタッフは、あなたがやってみた

いと言ったことに「いいね」と言ってくれる」、「ス

タッフは、あなたのストレングスを活かし伸ばし

ていく方法を、一緒に何かをしながら考えてくれ

る」などがある。点数が高いほど、利用者からみ

たスタッフのストレングス志向性が高いことを意

味する 16,17)。 

 

5. プロセスデータ 

1) サービスコード票 

研究対象者を支援するスタッフの支援内容と支

援投入時間量をモニタリングするために、サービ

スコード票を用いた調査を実施した。支援スタッ

フ（ケースマネージャーと就労支援員）は、対象

者にサービスを提供した日に、サービスコード票

に用意されたカテゴリーの中から自身の提供した

サービスに最も近い項目を選択し、サービス提供

時間、対象者数、スタッフ数等を記載した。サー

ビスコード票は、就労支援員が記入するものと、

ケースマネージャーが記入するものの 2 種類が用

意 さ れ た （ URL: 

http://www.ncnp.go.jp/nimh/fukki/tool/）。この指標

は、2011 年度から 2013 年度にかけて実施された

厚労科研「地域生活中心」を推進する、地域精神

科医療モデル作りとその効果検証に関する研究に

て作成された調査票を改訂したもので 18)、アウト

リーチ型のケースマネジメントに関する研究でも

使用された 19)。 

 

2) フィデリティ評価 

各研究参加機関において、支援の質の評価とし

て、日本版個別型援助付き雇用フィデリティ尺度

（ Japanese version of individualized Supported 

Employment Fidelity: JiSEF）を用いた調査を実施し

た。JiSEF は米国で開発された IPS のフィデリティ

尺度である IPS-25 を、日本の現状に合わせて修正

したものである 7,20)。JiSEF は、「全般的組織指標

（General Organisation index: GOI）」（10項目：0 - 10

点）とフィデリティ項目（25項目：25 - 125点）

で構成される。特に、フィデリティ項目について

は、「スタッフ配置」（3 項目）、「組織」（8 項目）、

「サービス」（14項目）の 3つの下位尺度があり、

それぞれの項目は 5 段階で評定される。IPS-25 が

フィデリティ得点と就労率の関係を示すように 20)、

JiSEFの得点と就労率には相関関係がある 7)。 

各研究参加機関における対象者のリクルート前

に、調査員が対象機関を訪問し、フィデリティ尺

度を用いたインタビューや記録の閲覧を通して、

フィデリティ調査を実施した。すべての調査員は

実際のフィデリティ調査の前に研修を受け、評価

ガ イ ド に 沿 っ て 調 査 を 実 施 し た （ URL: 

http://www.ncnp.go.jp/nimh/fukki/documents/JPNips

manual.pdf）。 

 

6. 統計解析 

本報告は、フィデリティ調査の結果を含む機関

の属性および対象者のベースラインにおける基本

属性およびアウトカムを示した。次に、就労率ア

ウトカムの要約を示した。 

各尺度の推移は、3 時点の調査が揃った者を分

析対象とし、One-way repeated ANOVAを用いて検

定を実施した。また、就労の有無（二値変数）と

就労期間（連続変数）を従属変数とし、GAF、LASMI、

MOCESをそれぞれ仮説変数とし、そして性別、年

齢、過去の就労経験を調整変数としたロジスティ

ック回帰分析と重回帰分析を実施した。分析の際、

有意確率は 5%とした。 

サービスコードの分析は、サービス提供日数や

事業所提供日数、全体のサービス提供回数、サー

ビス提供時間、1 対 1 換算サービス提供時間など

を指標として用いた。1 対 1 換算サービス提供時

間の計算式は box.1 に示されている 19)。また、サ

ービス提供日数や事業所提供日数、1 対 1 換算サ
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ービス提供時間については、12ヵ月間の推移も図

示した。 

 

Box 1 1 対 1 換算サービス提供時間の計算式 

1対 1換算サービス提供時間＝ 

サービス提供時間÷利用者人数×スタッフ人数 

 

 

C. 研究結果 

1. 対象者のエントリー状況 

本研究に参加した機関および参加者のエントリ

ー状況は、STROBE flow diagramにまとめられてい

る（図 1）。研究開始前に日本版個別型援助付き雇

用フィデリティ調査を受けた 25 機関のうち、14

機関が参加に同意した。1 機関について、調査へ

の参加を同意した後に、就労支援員の休職により

調査への参加が不可能となった。リクルート期間

中、13機関における導入基準に合致する利用者は

93名であった。そのうち、68名が各機関の担当者

から本研究の説明を受けた。最終的に 51 名から、

本研究の参加同意を得た。また、サービスコード

調査については、12機関（n = 49）が分析対象と

なった。 

 

2. 研究参加機関の属性 

表 1 に研究参加機関の属性を示した。参加機関

の 61.5%（n = 8）が首都圏にあった。また、4機関

が医療機関であり、9機関が地域事業所であった。

13 機関が所在する市町村の人口の平均値は

701,307人（SD = 574,627人）であった。また、都

道府県における失業率の平均値は 3.8% (SD = 0.6%)

であった。フィデリティ調査の結果について、13

機関の GOIの平均値は 7.15（SD = 1.72）であった。

フィデリティ尺度の合計得点の平均値は、89.6（SD 

= 12.2）であった。 

 

3. 研究対象者の属性 

研究対象者 51名のうち、約 70%（n = 36）は男

性であり、平均年齢は 37.2歳（SD = 8.4）であった。

約半数（n = 24, 47.1%）の最終学歴が高等学校であ

った。また、対象者の多くが未婚（n = 42）あるい

は離婚経験あり（n = 6）であった。さらに約 70%

（n = 36）が家族等と同居していた。過去に最低賃

金が支払われる一般企業などで働いた経験がある

者は 15%以下（n = 7）であった（表 2）。 

 

3. 就労アウトカム 

12ヵ月間で、約半数（n = 26, 51.0%）が就労を

経験した。対象者全体の平均就労期間は 104.8 日 

(SD = 127.7)であり、就労者のみの平均就労期間は

205.6日 (SD = 105.1)であった。また、対象者全体

および就労者のみの最初の就労までの期間は、そ

れぞれ 251.8日 (SD = 132.5)と 142.9日 (SD = 99.9)

であった（表 3）。 

 

4. 機能・心理社会的アウトカム 

表 4 と表 5 に、各尺度の結果を示した。3 時点

の評価が可能だった対象では、GAFの得点（F = 9.39, 

p < 0.001）と LASMIの得点（F = 5.28, p = 0.008）が

ベースライン時と比較し、有意に改善していた。

他方、心理的ウェルビーイングの尺度の得点は、

ベースライン時と比較し、尺度全体では 6 ヵ月目

の評価時には得点が低下していた（F = 3.85, p = 

0.027）。特に「人格的成長」の下位尺度（F = 49.85, 

p < 0.001）で 6ヵ月目と 12ヵ月目で有意に低下し

ていた。一方で、「自己受容」の下位尺度（F = 22.27, 

p < 0.001）は、有意に増加していた。 

 

5. 就労アウトカムに関連する要因 

多変量解析の結果、12 ヵ月間の就労の有無は、

ベースラインの LASMI の得点が低いことと関連し

ていた（B = -0.03, 95%CI = -0.06, -0.01, p = 0.028）。

他方、就労の有無と他の尺度に有意な関連は見ら

れなかった。また、就労期間はどの尺度も関連し

ていなかった（表 6）。 

 

6. サービスコード分析 

12の対象機関から合計 5802枚が回収された（補
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足資料 1,2参照）。12ヵ月間のサービス提供日数と

事業所利用日数の平均値は、それぞれ 82日（SD = 

56）と 69日（SD = 51）であった。また、サービス

提供時間は 193時間（SD = 199）で、1対 1換算の

サービス提供時間は 118時間（SD = 128）であった

（表 7）。 

1対 1換算サービス提供時間のうち、75%は事業

所内でのサービスであり、22%は事業所外でのサ

ービスであった。電話やメール等のサービスは、

3%と割合は非常に小さかった。また、集団プログ

ラムと個別支援はおおよそ同じ割合であった（表

8）。1 対 1 換算サービス提供時間における就労支

援員とケースマネージャーの割合は、72%と 28%

であった。特に、事業所外のサービスで就労支援

員の割合（93%）が高かった（表 9）。 

図 2は一人あたりの 12ヵ月間のサービス提供量

の推移を示している。サービスコード枚数やサー

ビス提供日数、事業所利用日数の指標で、サービ

ス量は 3ヵ月目にピークを迎え、全就労者数（n = 

26）のうち約 65%（n = 17）が就労を果たした 7ヵ

月目を目処に減少し、その後 8,9 ヵ月目に一度微

増し 12ヵ月目に向けて再び減少していた。図 3は

1 対 1 換算のサービス提供時間を用いて示してい

る。12ヵ月間で、特に事業所内での支援が減少し

ている傾向にあった。 

 

D.考察 

本研究は、IPS/援助付き雇用型のサービスを提供

あるいは志向する機関の利用者を対象に、就労ア

ウトカムや臨床アウトカムの変化を検証した。ま

た、サービスコード調査により、支援プロセスの

分析を実施した。 

調査の結果、12ヵ月間で対象者の約半数が就労

を経験し、平均就労期間は 3ヵ月を超えていた（就

労者だけの平均では 6ヵ月以上）。厚生労働省の調

査では、日本の就労移行支援事業所の平均就労率

は 25%で 22)、本研究の対象機関は利用者に多くの

就労機会をもたらしたと言えるだろう。また、日

本で行われた 2つの IPS/援助付き雇用の RCTにお

いても、利用者の約半数が就労しており 6,23)、本研

究は過去の知見と重なる結果となった。就労期間

については、日本の精神障害者の就労に離職者が

多いことが特徴であり 24)、また就労者の約 25%が

1 ヵ月以内に離職したとするデータと比較すると
25)、本研究の対象者における就労期間は短くない

と考えられた。 

本研究では、12ヵ月間に一部の臨床アウトカム

に関する尺度得点の変化を観察した。特に GAFや

LASMI など機能を測定する尺度ではその改善が報

告された。一方、モチベーションや QOL、ストレ

ングス志向性には変化が見られず、心理的ウェル

ビーイングの下位尺度「人格的成長」では有意な

低下が見られた。統合失調症の利用者の就労ある

いは援助付き雇用型サービスの利用と機能は、欧

米の研究でも改善が報告されており、本研究に限

ったことではない 26)。一方で、欧米では就労や援

助付き雇用が主観的な QOLやパーソナル・リカバ

リーの向上に関係する可能性が示されているが、

本研究ではその関連は示さなかった 26)。障害者雇

用が進み、精神障害者の雇用機会が増加する中、

就労と生活に関する主観的なアウトカムの向上は

必ずしも結びつかない可能性があり、今後の課題

となると示唆される。 

本研究の利用者は、就労の有無に関連する変数

として、ベースライン時の LASMI 得点が低いこと

（機能が高いこと）が示された。対象機関で社会

的機能が比較的高い利用者が就労しやすかった可

能性がある。ただし、他の尺度は就労アウトカム

と関連しておらず、LASMI も就労期間の長さとは

関連しなかったことから、機能の高低や就労への

モチベーションの高低が全ての就労アウトカムと

関連しているとはいえないだろう。 

サービスコード票を用いたプロセスデータの分

析から、対象者 1人あたりに費やされた 1対 1換

算のサービス提供時間は約 118 時間であった。そ

のうち、20%以上が事業所外のサービスであり、

就労支援員によるサービスが 70%以上であった。

一方、集団プログラムの割合が約半分を占め、必
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ずしも個別支援だけに多くの時間が割かれていた

わけではなかった。日本の文化においては集団サ

ービスにも有効性があるかもしれない。他方、本

研究の対象機関は精神科デイケアが含まれており、

精神科デイケアの診療報酬は集団サービスを前提

としている。また、他の対象機関の事業種別であ

る就労移行支援事業や生活訓練事業の報酬単価は、

個別サービスと集団サービスによって違いがない。

よって、集団サービスに長い時間が費やされてい

る側面には、経営的な側面もあるかもしれないと

考えられた。 

12ヵ月間のサービスコードデータの経時的な推

移をみると、特に最初の 3 ヵ月間に多くのサービ

スが提供されており、その後、就労者の増加とと

もに 9 ヵ月目以降にサービス量が減っていた。こ

こには 2つの理由があると推測される。第 1に、

対象者の就労のための集中的なサービスは長期的

に継続されるものではなく、支援開始初期に行な

われることがあげられる。第 2 には、就労後のサ

ービスはコンタクト頻度が減り、また全ての対象

者に継続支援が必要でないことである。前者につ

いて、英国での IPS-LITEでは IPS型の集中的なサー

ビスを利用者に提供するのは 9 ヵ月としており、

本研究もその知見を実証的なプロセス調査の側面

から支持するものとなった 27)。 

本研究はいくつかの限界を抱える。まず，調査

者にとって負担の大きいサービスコード調査を包

含したため、各機関からのエントリー数は限られ

ていた。また、GAF や LASMI といった他者評価の

尺度は、マスキングされた評価者によって実施さ

れていなかった。これらの限界から、本研究は特

に臨床アウトカムの検証に関するサンプルサイズ

の不足や観測者バイアスが存在する可能性がある。 
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参加機関候補 n = 25 

参加機関同意 n = 14 

参加機関 n = 13 

研究対象候補者 n = 68

同意取得者 n = 51

ベースライン調査 n = 51,  
・事業所利用中止：n = 4

・拒否：n = 15
※うち2名は調査開始後に撤回
・支援開始前に就労：n = 1
・病状不安定： n = 1

参加者基準に見合う利用者 n = 93   

・関係作り困難：n = 6
・リクルート期間に機関利用なし：

n = 5
・診断違い：n = 8
・病状不安定：n = 3
・人手不足：n = 3

12ヵ月後調査就労アウトカム n = 51 

分析対象（ITT）：就労アウトカム n = 51

就労支援員の休職（n = 1）

 
図 1 STROBE flow diagram：参加者のリクルートとフォローアップ状況 

 

 

表 1 参加機関の属性 

項目  n / Mean % / SD 

場所 
首都圏 5 (38.5) 

首都圏以外 8 (61.5) 

機関種別 
医療機関 4 (30.8) 

地域事業所 9 (69.2) 

サービス種別 

精神科デイケア 3 (23.1) 

相談室 1 (7.7) 

就労移行支援 8 (61.5) 

生活訓練 1 (7.7) 

人口規模 1) 701,306 (574,627) 

完全失業率（都道府県） 3.8% (0.6%) 

開所からの機関（月） 48.7 34.5 

フィデリティ得点： 

GOI 7.2 1.7 

合計 89.6 (12.2) 

スタッフ（下位尺度 1） 9.3 (2.6) 

組織（下位尺度 2） 26.0 (4.1) 

サービス（下位尺度 3） 54.3 (8.2) 
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表 2 参加者の基本属性 

項目  n / Mean % / SD 

性別 
女性 15 (29.4) 

男性 36 (70.6) 

年齢 mean, (sd) 37.2 (8.4) 

最終学歴 

中学校 6 (11.8) 

高等学校 24 (47.1) 

専門学校 6 (11.8) 

短期大学 3 (5.9) 

大学 12 (23.5) 

婚姻状況 

未婚 42 (84.0) 

既婚 2 (4.0) 

離婚 6 (12.0) 

住居 

家族等同居 36 (70.6) 

１人暮らし 13 (25.5) 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 2 (3.9) 

過去の就労経験 
あり 7 (13.7) 

なし 44 (86.3) 

 

 

表 3 参加者の就労アウトカム 

項目 n / Mean % / SD 

就労者数 26 (51.0) 

就労期間 104.8 (127.7) 

（就労者のみ） 205.6 (105.1) 

最初の就労までの期間 251.8 (132.5) 

（就労者のみ） 142.9 (99.9) 
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表 4 各尺度の得点（全ケース） 

  ベースライン（T1） 6 ヵ月後（T2） 12 ヵ月後（T3） 
  n Mean SD n Mean SD n Mean SD 

GAF 51 49.6 (12.0) 46 54.1 (11.3) 43 57.9 (12.8) 
LASMI 51 57.7 (24.2) 42 51.2 (23.2) 42 46.6 (21.9) 
 - 日常生活 51 13.5 (8.3) 42 11.6 (7.6) 42 11.0 (7.4) 
 - 対人関係 51 18.5 (8.3) 42 16.7 (7.5) 42 15.5 (7.0) 
 - 労働・課題の遂行 51 16.2 (7.6) 42 14.6 (7.1) 42 12.9 (6.3) 
 - 持続性・安定性 51 4.9 (2.3) 42 4.3 (2.3) 42 3.6 (2.3) 
 - 自己認識 51 4.5 (2.3) 42 4.0 (1.9) 42 3.6 (2.2) 
MOCS 51 118.1 (15.2) 39 113.9 (18.1) 36 116.7 (17.3) 
SF-8 51 22.2 (5.8) 42 21.3 (5.7) 38 20.9 (5.3) 
PWS 51 96.4 (13.1) 42 91.6 (6.2) 38 94.3 (7.8) 
 - 人格的成長 51 20.1 (3.3) 42 14.8 (1.8) 38 14.3 (1.8) 
 - 人生における目的 51 15.8 (4.1) 42 15.8 (1.3) 38 15.4 (1.8) 
 - 自律性 51 14.9 (3.1) 42 15.9 (2.4) 38 15.2 (2.5) 
 - 自己受容 51 13.6 (3.6) 42 13.9 (3.5) 38 17.7 (3.2) 
 - 環境制御力 51 15.5 (3.7) 42 14.6 (2.6) 38 15.2 (3.6) 
 - 積極的な他者関係 51 16.5 (3.4) 42 16.7 (2.2) 38 16.5 (2.6) 
SS-user 51 22.6 (3.7) 42 23.7 (3.3) 37 23.7 (3.5) 

 

 

 

表 5 各尺度の得点（3時点データがあるケース） 
  ベースライン（T1） 6 ヵ月後（T2） 12 ヵ月後（T3）       

 n Mean SD Mean SD Mean SD F値 p値 Post-hoc 
GAF 42 49.4 (11.8) 54.6 (11.5) 57.8 (13) 9.39 <0.001 T1<T3, T2<T3 
LASMI 33 58.0 (24.4) 50.5 (23.2) 49.5 (22.6) 5.28 0.008 T1>T2, T1>T3 
 - 日常生活 33 13.8 (8.0) 11.4 (7.5) 11.9 (7.6) 3.43 0.038 T1>T2 
 - 対人関係 33 18.0 (8.2) 16.8 (7.6) 16.1 (7.2) 1.32 0.275  
 - 労働・課題の遂行 33 15.8 (7.6) 14.1 (7.1) 13.7 (6.5) 2.55 0.086  
 - 持続性・安定性 33 5.5 (2.2) 4.4 (2.3) 4.0 (2.3) 10.75 <0.001 T1>T2, T1>T3 
 - 自己認識 33 4.9 (2.3) 3.8 (1.7) 3.8 (2.2) 8.41 <0.001 T1>T2, T1>T3 
MOCS 31 116.3 (15.6) 110.9 (17.7) 114.5 (17.4) 2.38 0.101  
SF-8 35 22.5 (6.0) 22.4 (5.3) 20.6 (5.4) 2.17 0.122  
PWS 32 95.4 (12.3) 91.5 (6.5) 94.0 (7.7) 3.85 0.027 T1>T2 
 - 人格的成長 32 19.6 (3.5) 15.1 (1.8) 14.3 (1.9) 49.85 <0.001 T1>T2, T1>T3 
 - 人生における目的 32 15.4 (4.3) 15.8 (1.3) 15.4 (1.8) 0.26 0.771  
 - 自律性 32 14.9 (2.5) 15.5 (2.2) 15.0 (2.5) 0.80 0.452  
 - 自己受容 32 14.2 (3.4) 14.3 (3.5) 17.6 (3.4) 22.27 <0.001 T1<T3, T2<T3 
 - 環境制御力 32 15.1 (3.6) 14.4 (2.8) 14.9 (3.6) 0.75 0.476  
 - 積極的な他者関係 32 16.2 (3.1) 16.3 (2.1) 16.8 (2.5) 0.52 0.595  
SS-user 35 22.8 (3.6) 23.8 (3.2) 23.8 (3.5) 1.75 0.184  
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表 6 就労アウトカムに関する要因 

 
就労の有無 就労期間 

  B1,2 95%CI p B2 95%CI p 
GAF 0.03 (-0.01, 0.08) 0.173 1.84 (-1.39, 5.06) 0.257 
LASMI -0.03 (-0.06, -0.01) 0.028 -1.08 (-2.66, 0.49) 0.174 
MOCES -0.01 (-0.05, 0.02) 0.467 -1.14 (-3.66, 1.39) 0.370 

1 ロジスティック分析の結果はオッズ比ではなく、回帰係数で表示 

2. 調整要因：性別、年齢、過去の就労経験 

 

 

表 7 12 ヵ月間の一人当りのサービス提供量 

  合計 事業所外 事業所内 電話・メール 
n = 49 Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD 

サービス提供日数 1 82 (56)       
事業所利用日数 1 69 (51)       
サービス提供回数 2 131 (102) 16 (16) 102 (87) 13 (19) 

サービス提供時間 3 193 (199) 33 (51) 152 (158) 3 (4) 

1対 1換算サービス提供時間 3 118 (128) 26 (35) 89 (100) 3 (4) 

1 単位：日, 2 単位：回数, 3 単位：時間 

 

 

表 8 1 対 1換算サービス提供時間における支援内容のサマリー 

n = 49 時間 全体に占める割合 
合計 118  
事業所外支援 26 22% 
事業所内支援 89 75% 
電話・メール等 3 3% 

対面の事業所外支援 23 19% 
対面の事業内支援 50 42% 

集団プログラム 56 47% 
個別支援 62 53% 

 

 

表 9 1 対 1換算サービス提供量における就労支援員とケースマネージャーの割合 

  就労支援員 ケースマネージャー 
n = 49 時間 割合 時間 割合 

合計 85 72% 34 28% 

事業所外支援 24 93% 2 7% 

事業所内支援 56 65% 30 35% 

電話・メール等 2 67% 1 33% 
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図 2 12 ヵ月のサービスコード枚数、サービス提供日数、事業所利用日数の推移 

 

 

 
図 3 12 ヵ月間の一人あたりの 1対 1換算サービス提供時間の推移 
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補足表 1 就労支援員 サービスコード 各支援の平均値 

 

 
活動内容 活動場所 

サービス提供 
回数 1 

サービス提供 
時間 2 

1 対 1 換算 
時間 2 

1 
インテーク・アセスメント 1. 事業所外 0.1 4.1 4.1 
 2. 事業所内 1.1 46.4 51.7 

3. 電話・メール等 0.1 0.4 0.4 

2 
プランニング・個別就労相談 1. 事業所外 0.3 16.7 18.0 
 2. 事業所内 13.2 508.2 649.1 

3. 電話・メール等 2.4 34.4 37.9 

3 
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ等の個別支援 1. 事業所外 0.3 31.6 31.2 
 2. 事業所内 4.1 207.9 219.1 

3. 電話・メール等 0.1 0.9 0.9 

4 
職場開発・同行支援 1. 事業所外 11.5 1620.5 1227.7 

 2. 事業所内 0.8 41.8 27.5 
 3. 電話・メール等 2.9 34.5 35.7 

5 
就労後の継続支援 1. 事業所外 1.2 89.2 105.6 
 2. 事業所内 3.2 107.6 148.2 

 3. 電話・メール等 3.1 33.8 34.8 

6 
他機関との連携 1. 事業所外 1.0 55.9 52.3 
 2. 事業所内 0.5 16.0 18.4 

 3. 電話・メール等 1.0 12.8 13.4 

7 
機関内の他職種連携 1. 事業所外 0.1 0.6 0.6 

 2. 事業所内 1.6 13.2 33.6 
 3. 電話・メール等 0.1 1.4 1.6 

8 
ES 医療/生活支援 1. 事業所外 0.2 23.3 30.7 
 2. 事業所内 2.3 97.9 101.1 
 3. 電話・メール等 0.5 5.9 5.9 

9 

その他 1. 事業所外 0.1 1.2 1.2 

 2. 事業所内 0.1 1.5 1.5 
 3. 電話・メール等 0.0 0.0 0.0 

10 

集団プログラム 1. 就労系 16.3 2795.4 1661.6 
 2. 認知・行動 2.3 234.1 65.5 

3. 疾病・生活管理 2.2 212.6 72.1 
4. その他 13.1 1407.9 419.4 

1 単位：回数, 2 単位：分 
  



116 
 

 

補足表 2 ケースマネージャー サービスコード 各支援の平均値 

 

 
活動内容 活動場所 

サービス提供 
回数 1 

サービス提供 
時間 2 

1 対 1 換算 
時間 2 

1 
インテーク・アセスメント 1. 事業所外 0.1 1.8 1.8 
 2. 事業所内 0.7 37.7 39.5 

3. 電話・メール等 0.1 0.1 0.1 

2 
プランニング・個別就労相談 1. 事業所外 0.1 1.7 1.7 
 2. 事業所内 4.2 157.3 169.9 

3. 電話・メール等 1.1 24.8 24.8 

3 
生活技術/医療等の個別支援 1. 事業所外 0.5 21.3 21.3 
 2. 事業所内 4.6 40.7 45.7 

3. 電話・メール等 0.6 4.7 4.7 

4 
他機関との連携 1. 事業所外 0.0 1.4 1.4 
 2. 事業所内 0.9 29.2 32.0 

 3. 電話・メール等 0.7 5.3 5.3 

5 
機関内の他職種連携 1. 事業所外 0.2 14.3 14.3 

 2. 事業所内 0.1 1.2 4.9 
 3. 電話・メール等 0.3 2.8 2.8 

6 
他機関との連携 1. 事業所外 0.0 0.0 0.0 
 2. 事業所内 1.0 21.0 32.8 

 3. 電話・メール等 0.2 1.5 1.8 

7 
ケア会議（MDT） 1. 事業所外 0.1 3.7 3.7 
 2. 事業所内 0.1 1.8 11.0 

 3. 電話・メール等 0.1 0.4 0.4 

8 
CM就労支援 1. 事業所外 0.8 62.1 67.7 
 2. 事業所内 3.8 451.7 378.2 
 3. 電話・メール等 0.8 8.6 9.0 

9 
家族支援 1. 事業所外 0.0 0.0 0.0 
 2. 事業所内 0.2 20.2 8.3 
 3. 電話・メール等 0.1 1.3 1.3 

10 
その他 1. 事業所外 0.1 5.3 5.0 
 2. 事業所内 0.1 7.2 5.4 

 3. 電話・メール等 0.0 0.5 0.8 

11 

集団プログラム 1. 就労系 5.4 620.7 286.3 
 2. 認知・行動 6.2 525.5 172.4 

3. 疾病・生活管理 4.2 382.7 98.6 
4. その他 13.8 1476.7 561.2 

1 単位：回数, 2 単位：分 

 

 

 

 


